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第３章　資源循環型社会を築く

第１節　３Ｒの推進

１．現況と課題
従来の大量生産・大量消費型の経済社会活動は、

便利な生活を実現しましたが、必然的に大量廃棄
型の社会をもたらし、毎年、膨大な量の廃棄物が発
生するとともに、廃棄物等の多様化に伴う処理の
困難化とあいまって、不適正な処理による環境負
荷の増大や*最終処分場の残余容量のひっ迫など、
深刻な状況をもたらしてきました。
12年には「*循環型社会形成推進基本法」が制定

され、廃棄物等の発生抑制（リデュース）、再使用
（リユース）、再生利用（リサイクル）、熱回収、適正
処分という対策の優先順位に基づき、廃棄物・リ
サイクル対策を進めていますが、27年度に全国で
4 億3517万tの廃棄物が発生（環境省統計）してい
ます。
28年度の本県の一般廃棄物の「ごみ」のリサイク

ル率は22.7%と全国平均（20.3%）と比較して高
い水準で推移しています。一方、県民一人１日当
たりのごみの排出量は933gと、全国平均（942g）
は下回っていますが、依然として多くの「ごみ」が
排出されています。
また、産業廃棄物については、産業廃棄物全体の

リサイクル率は約52%となっていますが、一年間
の排出量は約 1,970万tと全国でも上位に位置し
ています。今後、高度経済成長期に大量に建設され
た建物の更新に伴う排出量の増加が予想され、同
時に新規立地が困難となっている最終処分場の残
余容量不足が心配されます。
本県では、県民や民間団体、事業者により一般廃

棄物のリサイクル率の向上や産業廃棄物の排出抑
制等が進められてきましたが、廃棄物の排出を抑
制することによって健全な物質循環を図り、私た
ちが持続可能な発展を遂げていくためには、*３Ｒ
（リデュース・リユース・リサイクル）の推進につ
いて、より一層努力し、大量生産・大量消費・大量
廃棄の社会システムを見直していかなければなり

ません。
このため、自主的かつ積極的に、そして連携して

３Ｒに取り組むことができる仕組みをつくり、県
民や事業者の意識改革や実践活動をさらに進めて
いくことが大切です。

（１）一般廃棄物
「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」（廃棄物処
理法）では、産業廃棄物以外の廃棄物を一般廃棄物
と定義しています。一般廃棄物は、「ごみ」と「し尿」
に分類され、さらに「ごみ」は、日常生活から排出
される「生活系ごみ」のほか、飲食店等から排出さ
れるごみなど、事業活動から排出される「事業系ご
み」も一部含まれます。
ア　ごみ処理関係
（ア）ごみの排出量

ごみの総排出量については、240万ｔ台から徐々
に減少し、28年度は209万tとなっています。（図
表 3-1-1）
28年度の一人 1 日当たりの家庭系ごみ排出量

（排出原単位）は517gとなり、19年度以降減少傾
向となっています。
なお、千葉県の排出原単位は全国平均と同様に

減少傾向にあります。（図表 3-1-2）
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※�平成24年 7 月 9 日に住民基本台帳法が改正され、住民基本台帳人口に外国人住民が含まれることとなり、外
国人住民を含んだ統計値を示している。従来との比較のため、外国人住民数を除いた統計値を示すと、県人口
615万 2,712人、排出原単位（千葉県）528g、（全国）517gとなる。

図表 3-1-1　ごみの総排出量と人口の推移

図表 3-1-2　一人 1 日当たりの家庭系ごみの排出量全国との比較
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中間処理）を行った上、資源化できるもの（び
ん、缶、ペットボトルなど）は売却・再利用され、
資源化できずに残ってしまったもの（不燃系残
渣）は埋立てを行います。
ごみの処理全体で見ると、約 8 割が直接焼却

されています。（図表 3-1-4）

（イ）ごみの処理内訳
ごみ処理の方法については、可燃ごみは焼却

を行い（直接焼却）、その残渣物（焼却灰等）を
埋め立てますが、焼却灰の一部を * 溶融スラグ
やセメント原料などとして有効利用し、埋立量
の減量化に努めています。（図表 3-1-3）
また、不燃ごみは圧縮や破砕等（焼却以外の
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図表 3-1-4　ごみ処理方法の推移

図表 3-1-3　ごみの処理内訳
H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

市
　
町
　
村
　
処
　
理

直接焼却
（ｔ） 1,766,541 1,717,416 1,662,205 1,636,717 1,641,064 1,631,728 1,621,964 1,613,400 1,600,090 1,590,655
（％） 78.6 79.0 79.4 79.7 79.6 79.9 79.4 80.1 79.4 79.7

直接埋立
（ｔ） 13,981 13,601 6,235 4,457 5,107 4,599 4,822 4,214 3,358 2,558
（％） 0.6 0.6 0.3 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.1

焼却以外の
中間処理

（ｔ） 305,168 291,890 285,979 274,703 280,743 268,594 279,223 265,130 289,364 280,907
（％） 13.6 13.4 13.7 13.4 13.6 13.2 13.7 13.2 14.4 14.1

直接資源化
（ｔ） 162,380 150,846 139,268 138,561 135,229 136,269 136,213 132,024 123,251 122,782
（％） 7.2 6.9 6.7 6.7 6.6 6.7 6.7 6.6 6.1 6.1

小計
（ｔ） 2,248,070 2,173,753 2,093,687 2,054,438 2,062,143 2,041,190 2,042,222 2,014,767 2,016,063 1,996,902
（％） 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

集団回収量 （ｔ） 153,913 139,428 146,014 144,601 142,431 143,149 140,840 133,542 109,362 101,471
市町村処理量 +
集団回収量 （ｔ） 2,401,983 2,313,181 2,239,701 2,199,039 2,204,574 2,184,339 2,183,062 2,148,309 2,125,425 2,098,373
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が、20年度以降減少傾向にあります。
このため、「直接資源化量」、「注２焼却施設以外

の * 中間処理施設からの資源化量（焼却施設以
外の中間処理後再生利用量）」、「焼却施設からの
資源化量（焼却施設処理に伴う資源化量）」を合
わせた「ごみからの資源化量」については、年々
増加していましたが、20 年度以降は減少傾向に
あります。
「集団回収量 ( 市町村が用具の貸出しや補助金
の助成などに関わっているものに限る。)」につ
いては、19 年度以降減少傾向にあります。（図
表 3-1-6）

　注１　資源化等を行う施設を経ずに直接再生事業者等に搬入された量
　注２　選別、圧縮、破砕等の処理を施した上で資源化を行う量

（ウ）ごみ資源化の状況
リサイクルの推進等によって、「ごみからの資

源化量」に「集団回収量」を加えた「総資源化量」
は年々増加していましたが、19 年度以降減少傾
向にあります。この理由として、ごみ総排出量
の減少の影響が考えられます。
なお、リサイクル率は 20年度以降減少傾向に

ありますが、近年はほぼ横ばいで推移していま
す。（図表 3-1-5）
内訳を見ると、「ごみからの資源化量」のうち

「注１直接資源化量」は、紙類の直接資源化量増加
に伴い増加傾向にありましたが、20 年度以降減
少傾向にあります。また、*エコタウン事業の整
備とともに、溶融スラグ等による再資源化が進
み、「焼却施設からの資源化量」が増加しました

図表 3-1-6　再資源化総量の推移

図表 3-1-5　ごみ資源化の状況� 単位：千トン
H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

ごみからの資源化量　① 445 421 406 401 386 367 373 356 373 374
直接資源化量 162 151 139 139 135 136 136 132 123 123
焼却施設以外の中間処理後
再生利用量 183 176 174 165 163 154 161 154 181 177

焼却施設処理に伴う資源化
量 100 94 93 98 88 77 76 70 69 74

集団回収量　　② 154 139 146 145 142 143 141 134 109 101
総資源化量　③(①＋②) 599 561 552 546 528 510 514 490 482 476
市町村処理量　　④ 2,248 2,174 2,094 2,053 2,062 2,041 2,042 2,015 2,016 1,997
※リサイクル率　(%) 24.9 24.2 24.6 24.8 24.0 23.4 23.5 22.8 22.7 22.7
※リサイクル率＝総資源化量③／ (市町村処理量④＋集団回収量②)
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（イ）し尿処理状況の推移
し尿処理状況の推移について見ると、公共下水

道の整備により、市町村が収集・処理するし尿及
び浄化槽汚泥の量は年々減少しています。
市町村処理の内訳は、28年度で、し尿処理施設で

の処理が78万 7,239kL（計画処理量の98.5%）、下
水道投入が 1 万 1,642kL(1.5%)となり、海洋投入
については、18年度以降県内すべての市町村にお
いて廃止されました。（図表 3-1-8）

イ　し尿処理関係
（ア）し尿処理形態別人口の推移

し尿処理形態別人口の推移について見ると、公
共下水道の整備により水洗化人口が増加し、非水
洗化人口が減少する傾向にあります。28年度では
総人口約628万人のうち、下水道人口が約435万人
（約69%）、浄化槽・コミュニティプラント人口が
約177万人（約28%）であり、総人口の約97%が水
洗化人口となっています。
汲み取りなどの非水洗化人口は、総人口の約 3%

にあたる約17万人となっています。（図表 3-1-7）
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図表 3-1-7　し尿処理形態別人口の推移

図表 3-1-8　し尿処理状況の推移
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年間 1 人当たりにすると、ごみが 15,315 円、し
尿が 5,156 円となっています。( 図表 3-1-9、図表
3-1-10）

ウ　一般廃棄物処理経費
28 年度において、市町村等が支出した一般廃棄

物処理経費は、ごみ、し尿合わせて 942 億円（組
合分担金を除く。）となっています。

（２）産業廃棄物
「廃棄物処理法」では、工場など事業活動に伴っ
て生じた廃棄物のうち、燃え殻や汚泥を始めとす
る20種類の廃棄物を産業廃棄物と定義していま
す。
ア　排出及び処理状況
29 年度に実施した推計調査の結果では、28 年度

の県内事業場からの産業廃棄物排出量は 1,970 万 t
で、中間処理等による減量化量が 921 万 t（47%）、
再生利用量が 1,022 万 t（52%）、最終処分量は 28
万 t（1%）であり、排出量の 9 割以上が減量化・
再資源化されています。（図表 3-1-11）

図表 3-1-9　ごみ処理事業経費　直近５年の数値

H24 H25 H26 H27 H28
処理・維持管理費 ( 千円） 71,301,840 71,217,785 74,131,354 73,476,547 72,733,709
建設改良費 ( 千円） 11,588,755 6,169,448 9,327,974 13,623,468 16,541,337
その他 ( 千円） 2,958,641 4,312,309 6,296,556 5,792,760 4,951,256
計 ( 千円） 85,849,236 81,699,542 89,755,884 92,892,775 94,226,302
人口 ( 人） 6,143,868 6,143,469 6,143,301 6,145,469 6,152,712
１人当たりの経費（円 / 人・年） 13,973 13,299 14,610 15,116 15,315
市町村処理量（ｔ） 2,046,109 2,038,966 2,002,721 2,011,123 1,992,845
１t 当たりの経費（円 / ｔ・年） 41,955 40,069 44,817 46,190 47,282

（参考）組合分担金 7,328,139 8,772,634 8,608,191 7,920,283 7,213,182

　　　　(注)　組合分担金は、一部事務組合を構成する市町村による一部事務組合事業費に対する負担金であることから事業費の２
　　　　　　　重計上となるため、処理事業費の計に含めていません。（図表 3-1-10も同様）

図表 3-1-10　し尿処理事業経費　直近５年の数値

H24 H25 H26 H27 H28
処理・維持管理費 ( 千円） 8,532,798 8,727,165 8,552,435 8,326,973 8,112,406
建設改良費 ( 千円） 217,182 116,745 475,119 1,101,921 1,525,678
その他 ( 千円） 295,902 328,877 356,295 291,348 327,434
計 ( 千円） 9,045,882 9,172,787 9,383,849 9,720,242 9,965,518
し尿処理対象人口 ( 人） 2,088,957 2,032,970 2,003,626 1,960,757 1,932,718
１人当たりの経費（全体）
（円 / 人・年） 4,330 4,512 4,683 4,957 5,156

市町村処理量（ｔ） 830,901 830,151 807,911 807,576 798,881
処理量１㎘当たりの経費（全体）
（円 /㎘・年） 10,887 11,050 11,615 12,036 12,474

（参考）組合分担金 1,298,107 1,409,399 1,491,134 1,527,948 1,567,104

図表 3-1-11　産業廃棄物の発生・処理状況の推移

注１　20,25年度は、廃棄物処理計画策定に係る実態調査による値
注２　�21～24,26～28年度は、20,25年度の値を経済指標等を用い算出

した推計値
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（ウ）食品廃棄物削減に向けての取組
わが国では、食べられるにもかかわらず捨てら

れている「食品ロス」が、年間約 646 万ｔ（平成
27年度）発生すると推計されています。
県では、食事の際の「食べきり」を進めていく

ことで、家庭や飲食店等からごみとして出される
食品廃棄物を減らしていけるよう、「ちば食べきり
エコスタイル（ちば食べエコ）」を 21 年度から展
開しており、22 年 12 月 1 日からは、ちば食べエ
コに協力し、食べ残しの削減に向けた取組を実践
する飲食店や小売店などを県民に紹介する登録制
度をスタートさせました。
（エ）使い捨て容器減量化に向けての取組

県では、28 年 3 月から、紙コップなどの使い捨
て容器に替わり、繰り返し使える水筒やタンブラー
などの利用を促進する「ちばマイボトル・マイカッ
プ推進エコスタイル」の取組を開始しました。
この取組に賛同し、マイボトル等の容器に飲料

を提供する協力事業者を県民に紹介する制度をス
タートしました。

イ　３Ｒ普及促進事業
* 九都県市では、容器包装の減量化等に対する事

業者や地域住民の意識の向上を目的とした啓発を行
うなど３Ｒ普及促進事業を実施しています。

ウ　ごみ処理有料化について
市町村が収集している可燃ごみの処理に当たっ

て、有料化を実施している市町村は 34市町村（20
市13町１村）となっています（29年3月31日現在）。
市町村が実施している有料化の手法としては、指定
ごみ袋の価格に処理料金を上乗せして徴収し、ごみ
の排出量に応じた負担を求める「従量制」や、指定
ごみ袋について一定数までは無料とし、超過分を有
料とする「超過有料制」などがあります。
ごみ処理の有料化は、排出量に応じて手数料を徴

収することから、費用負担の公平性が確保できると
ともに、費用負担を軽減しようとする動機付けによ
り、結果として排出量抑制につながることが期待さ
れます。

２．県の施策展開
（１）資源循環を推進するためのライフスタイルづ

くり
ア　資源循環型ライフスタイルへの移行
（ア）３Ｒ推進月間

県では、14 年度から国と同様に、循環型社会づ
くりを推進し、３Ｒに対する県民の意識を高める
ため、毎年 10月を「３Ｒ推進月間」として、市町
村と協力して重点的に啓発活動を実施しています。
家庭からごみとして多く出されるレジ袋や食べ

残しなどを減らすことは、一人ひとりの意識次第
で「誰でも、すぐに、簡単に」できる取組です。
このような取組を、ものを大切にするライフスタ
イル「ちばエコスタイル」への転換のきっかけと
なる実践的な取組として推進しています。
（イ）レジ袋削減に向けての取組

県では、20 年 10 月から、県全体でレジ袋を削
減する運動である「ちばレジ袋削減エコスタイル
（ちばレジエコ）」を展開しており、レジ袋削減に
協力する事業者にはサインアップ登録を、県民に
はサポーター登録をお願いしてきたところですが、
事業者における取組は定着してきたことから、サ
インアップの新規登録は 24 年度で終了し、25 年
度からは、事業者と連携してのマイバッグキャン
ペーンなど、県民への普及啓発活動を重点的に行っ
ています。多くの事業者や県民がレジ袋削減に取
り組むことにより、ごみの減量はもちろん、ライ
フスタイルを見直す活動が根付くことを目指して
います。

図表 3-1-12 ちばレジエコサポーター登録者数
　　　　　　　　　　　　(30 年 3 月末現在 )

人　　　数 35,505 人

団体登録数 153 団体

資
源
循
環
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（イ）容器包装リサイクル法
家庭ごみのうち、容積で 5 割強を占める容器包

装廃棄物の分別収集と再商品化を促進するため、7
年 6 月に「容器包装に係る分別収集及び再商品化
の促進等に関する法律（容器包装リサイクル法）」
が制定され、9 年 4 月から施行されました。
これにより、消費者は適正な分別排出をし、市町

村は分別収集をし、事業者は市町村が収集した容
器包装廃棄物を再商品化するという役割分担が示
されました。
県では、同法に基づく分別収集を促進するため、

各市町村が策定した「市町村分別収集計画」に基づ
き「千葉県分別収集促進計画」を策定し、容器包装
廃棄物の３Ｒを推進しています。
（ウ）家電リサイクル法

家電製品の廃棄物については、これまでその大
半が埋立処分されてきましたが、廃棄物の減量と
資源の有効な活用を促進するために「家電リサイク
ル法」が10年 6 月に制定され、13年 4 月から本格
施行されました。
同法は、廃家電のうち、エアコン・テレビ・冷蔵

庫・洗濯機の 4 品目について、消費者がリサイク
ル費用と運搬費用を負担し、小売業者が収集運搬
を行い、製造業者がリサイクルするという役割分
担により、新たなリサイクルシステムを構築する
というものです。
29年度は、全国の製造業者等による廃家電 4 品

目の引取台数は約 1,189万台（前年度比約 6.1%
増）、このうち本県分は約57万台(前年度比約
9.6%増)でした。。
（エ）小型家電リサイクル法

 デジタルカメラや携帯電話等の使用済小型電子
機器等に含まれるアルミニウム、貴金属やレアメ
タル等の再資源化を促進するため、24年 8月に「使
用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法
律（小型家電リサイクル法）」が制定され、25 年
4月から施行されました。
同法では、28 分類の制度対象品目について、消

費者が分別排出し、市町村が分別収集する等、各
関係者の責務のほか、認定を受けた場合に廃棄物

エ　各種リサイクル法等
（ア）資源有効利用促進法

資源有効利用促進法は、循環型社会を構築し、資
源の有効な利用を総合的・計画的に推進するため、
12年 6 月に公布、13年 4 月に施行されました。
同法は取組が必要な業種や製品として10業種・

69品目を政令で指定し、事業者が自主的に取り組
むべき具体的な内容を規定しています。
「指定再資源化製品」として位置付けられている
パソコンは、製造業者等が回収し、部品や材料を再
資源化するよう義務付けられています。
これにより、15年10月 1 日以降に販売された家

庭用パソコンは製品価格にリサイクル費用が含ま
れ、回収を依頼するときに消費者が料金を負担す
ることはなくなりました。
県では不法投棄を未然に防ぎ、メーカー等によっ

て適正にリサイクルが行われるよう、普及啓発等
を行っています。

図表 3-1-13　家庭用パソコンのリサイクルフロー

排
出
者

個
人
・
家
庭

メ

カ

・
３
R
推
進
セ
ン
タ

郵便局 再資源化
 施　　設

郵便局

１　回収申し込み

２　料金支払い用紙が到着

３　料金支払い

※PCリサイクルマーク付き
パソコンをメーカーが
回収するときは料金不要

４　郵送伝票が到着

５　梱包

６　戸口集荷または
　　各自持ち込み
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同法は、国等の公的機関が率先して環境物品等
（環境負荷低減に資する製品・サービス）の調達を
推進するとともに、環境物品等に関する適切な情
報提供を促進することにより、需要の転換を図り、
持続的発展が可能な社会の構築を推進することを
目指しています。
また、国による基本方針の策定、国等の各機関

による調達方針の作成に関することのほか、地方
公共団体、事業者及び国民の責務などについて定
めています。
県においても、毎年度環境配慮物品調達方針を

定め、環境配慮物品等の調達に努めています。

処理法の特例が講じられる再資源化事業計画の認
定制度が定められています。
県では、これまで研修会等を通じ、県内市町村

に対し、制度の説明や周知を行うとともに、必要
な情報提供を行うなど、市町村への支援に努めて
いるところです。
（オ）グリーン購入法

循環型社会の形成のためには、「再生品等の供給
者の取組」に加え、「需要面からの取組が重要であ
る」という観点から、12 年 5 月に「国等による環
境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン
購入法）」が制定されました。

資
源
循
環

品目 

計画量 収集量(注) 収集率 再商品化量 再商品化率 計画 実施 

（ｔ） （ｔ） （％） （ｔ） （％） 市町村 市町村

（A） （B） （B／A） （C） （C／B） 

無色 

茶色 

その他 

紙製容器包装 

ペットボトル 

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製容器包装 
(白色トレイを含む) 

鋼製 

アルミニウム製 

段ボール 

紙パック 

合 計 

（注）収集量は、昨年度の持ち越し分を足し、当該年度の保管残量を引いた実収集量

17,345

12,010

10,373

2,438

17,297

29,528

11,495

9,528

43,511

845

154,370

16,298

11,486

10,907

616

16,513

31,297

8,756

9,449

44,062

518

149,903

94.0

95.6

105.2

25.3

95.5

106.0

76.2

99.2

101.3

61.3

97.1 － －

16,203

11,396

10,837

474

15,715

27,591

8,723

9,413

44,011

518

144,882

99.4

99.2

99.4

76.9

95.2

88.2

99.6

99.6

99.9

100.0

96.7

53

53

54

20

54

35

54

54

54

50

53

53

54

17

54

33

54

54

54

50

図表 3-1-14　分別収集等実績量（28年度）

（注）収集量は、昨年度の持ち越し分を足し、当該年度の保管残量を引いた実収集量
　　数値は四捨五入しているため、各数値の和と合計が一致しない場合があります。
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現在、アスファルト合材の使用量が50ｔ以上の
県の公共工事については、溶融スラグ入りアスファ
ルト合材の使用が義務化されています。
30年 3 月末現在、稼働中の溶融施設は 6 施設で、

29年度の溶融スラグの生産量は約 2 万 7 千ｔ、有
効利用量は約 2 万ｔで有効利用率は約74%となっ
ており、主な用途はアスファルト骨材で、約 9 千 7
百t（約49%）が利用されています。（図表 3-1-17）
今後さらに、市町村の公共工事などでの溶融ス

ラグ入りアスファルト合材の利用拡大を呼びかけ
るなど、溶融スラグの需要を拡大し、良好な資源循
環を確保していきます。
イ　エコタウン事業
県では新技術の活用による先導的なリサイクル

システムの確立と、それによる地域振興等を目的
として環境調和型のまちづくりを推進しています。
11年 1 月には都市化の進んでいる県の西・中央地
域をモデル地区として、国（経済産業省及び環境省）
の承認を受けて「千葉県西・中央地域エコタウンプ
ラン」を策定しました。
本プランでは、一般廃棄物を溶融し、生成される

スラグ等を再利用することにより最終処分量の削
減に寄与する「直接溶融施設」等を中核施設として
位置付け、県としてもその事業推進を支援しまし
た。
その後施設を追加し、現在、中核施設は 5 施設と

なっています。

（２）資源循環の基盤となる産業づくり
ア　溶融スラグ
県では、一般廃棄物最終処分場の確保が困難な

市町村があることや、最終処分量の半分以上を焼
却灰が占めていることから、ごみやその焼却灰を
溶融した後に固めて容積を減らし、スラグとして
資源化することを推進しています。
この溶融スラグの有効利用を図るため、全国に

先駆けて「千葉県溶融スラグ利用促進指針」を 8 年
3 月に策定し、それ以降、県及び市町村の公共事業
等における溶融スラグの積極的な利用を進めてい
ます。
また、県内の溶融スラグ生産施設共通の品質管

理方法を18年 7 月のＪＩＳ規格制定に合わせて改
訂するなど、溶融スラグの品質確保を図ってきま
した。

（単位：千ｔ） 
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(146) (150) (146) (147) 154  
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(145)

0

50

100
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200

計画量 収集量 再商品化量

※ （ ）内の数字は再商品化量

H24 H25 H26 H27 H28

（単位：千台） 

 全国 千葉県 

エアコン 

ブラウン管テレビ 

液晶・プラズマテレビ 

冷蔵庫・冷凍庫 

洗濯機・衣類乾燥機 

合計 

2,833
1,039
1,493
2,982
3,538
11,885

147
38
77
133
174
570

図表 3-1-15　分別収集実績の推移

図表 3-1-16　家電引取台数 (29年度 )

※�台数は四捨五入のため、各数値の和と合計が一致しない場合があ
ります。
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ｂ　食品関連事業者による再生利用等の実施
食品関連事業者は、食品循環資源の再生利用等

を計画的かつ効率的に実施するとともに、個々の
事業者ごとに毎年度設定された再生利用等の実施
率の目標を上回ることが求められます。
また、食品廃棄物等の発生量が年間 100 t 以上

の食品関連事業者（フランチャイズ事業の場合は
加盟店の発生量を含む）は、毎年度、主務大臣に
食品廃棄物等の発生量・食品循環資源の再生利用
等の状況を報告しなければなりません。
ｃ　再生利用を促進するための制度
(a) 再生利用事業者の登録制度
優良な再生利用事業者（リサイクル業者）を育

成することなどを目的として、再生利用事業を的
確に実施できる一定の要件を満たす者を、登録す
る制度が設けられています。
(b) 再生利用事業計画の認定制度
計画的な再生利用を促進するため、食品関連事

業者が、肥飼料等製造業者及び農林漁業者等と共
同して再生利用事業計画を作成し、認定を受ける
仕組みが設けられています。
(c) 廃棄物処理法等の特例
再生利用事業者の登録、再生利用事業計画の認

定を受けた場合には、廃棄物処理法、肥料取締法
及び飼料安全法の特例が講じられています。

ウ　産業廃棄物リサイクル促進事業
優良な産業廃棄物処理業者の育成やリサイクル

市場の活性化を目的として、主に県内で産業廃棄
物処分業を行っている事業者向けに、先進的なリ
サイクル技術を紹介する研修会を 22年度から開催
しています。
エ　各種リサイクル法
（ア）食品リサイクル法

食品の売れ残りや食べ残し又は食品の製造過程
において大量に発生している食品廃棄物について、
発生の抑制と減量化を図るとともに、飼料や肥料
等の原材料として再生利用するため、食品関連事
業者（製造・流通・外食等）による食品循環資源
の再生利用等を促進することを目的として、12 年
6 月に「食品循環資源の再生利用等の促進に関す
る法律」（食品リサイクル法）が制定され、13 年
5月から施行されました。
ａ　再生利用等の目標
国の基本方針において、食品循環資源の再生利

用等の目標を業種別に定めています。
＜再生利用等実施率目標 [31 年度目標 ] ＞
　　食品製造業　95%（95%）
　　食品卸売業　70%（65%）
　　食品小売業　55%（49%）
　　外食産業　　50%（23%）
※（　）内は 28年度実績

資
源
循
環

年度 25 26 27 28 29 

溶融スラグ生産量(t) 30,579  28,933 30,449 28,700 26,695 

うち有効利用量(t) 22,290  21,940 21,364 21,042 19,848

有効利用率(%) 73  76 70 73 74 

(有効利用内訳)
利用量 構成比 利用量 構成比 利用量 構成比 利用量 構成比 利用量 構成比 

(t) (%) (t) (%) (t) (%) (t) (%) (t) (%) 

アスファルト骨材          

インターロッキングブロック          

路盤材             

埋戻材              

調査・研究           

その他（売却等）           

9,067

0

2,730

9,480

0

1,013

41

0

12

43

0

5

7,862

0

6,429

4,926

0

2,723

36

0

29

22

0

12

9,541

0

535

5,931

0

5,357

45

0

3

28

0

25

9,729

0

2,849

6,113

17

1,140

49

0

14

31

0

6

8,877

0

776

8,987

0

2,401

42

0

4

43

0

11

図表 3-1-17　溶融スラグの生産量と有効利用状況
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（ウ）家畜排せつ物対策
a　家畜排せつ物の現状
全国的にも有数の畜産県として位置付けられて

いる本県の畜産業における家畜排せつ物は、農産
物や飼料作物などの栽培においては有機質資材と
して利用され、環境にやさしい農業の推進に貢献
しています。
しかし、近年の畜産経営の規模拡大等により、

家畜排せつ物の適正な管理と利用の確保は困難な
ものとなりつつあります。
さらに、各地域において、宅地開発等による混

住化の進展も加わり、悪臭や害虫発生等の畜産環
境問題が発生しています。（図表 3-1-19）

千葉県における家畜排せつ物量は年間約 314 万
ｔであり、これを適切に処理、利用することが、
地域の生活環境の保全と畜産経営の健全な発展の
ための重要な課題となっています。
家畜排せつ物の適正な処理は、堆肥舎や発酵処

理施設等による堆肥化と活性汚泥法による浄化等
が一般的であり、これら適切な処理を行うための
施設整備が進められています。
このような中、11 年 11 月には、「家畜排せつ物

の管理の適正化及び利用の促進に関する法律」が
公布され、畜産農業における家畜排せつ物の管理
の適正化とその利用を促進するための措置が講じ
られています。

（イ）自動車リサイクル法
国内で年間約 400 万台排出される使用済自動車

のリサイクル・適正処理を図るため、「使用済自動
車の再資源化等に関する法律」（自動車リサイクル
法）が 17年 1月から完全施行されています。
ａ　県内事業者の登録・許可状況
県内事業者の登録・許可の状況は図表 3-1-18 の

とおりです。

b　立入検査
県内（千葉市、船橋市及び柏市を除く）の解体業

者、破砕業者等に対し立入検査を実施し、施設の維
持管理や使用済自動車の引取り・引渡し状況等を確
認し、必要な指導を行っています。
ｃ　不法投棄や不適正保管の状況
県内（千葉市、船橋市及び柏市を除く）の不適正

保管や不法投棄の状況を調査し、必要な指導を行っ
ています。
ｄ　無登録・無許可業者に対する監視、指導体制
地域振興事務所と連携しながら、監視、指導体制

を強化するとともに、悪質な業者に対しては告発等
の対応をとることとしています。

業種 引取業者
フロン類 

回収業者
解体業者 破砕業者

県内(下記除く) 

千葉市

船橋市

柏市

計

1,210

145

61

75

1,491

530

69

13

36

648

347

49

5

24

425

39

5

1

3

48

（単位：件）

種別 25 年 26 年 27 年 28 年 29 年 

悪臭   
 

 

 

 

水質汚染    
 

 

 

 

害虫発生    
 

 

 

その他    
 

 

 

 

計    
 

 

 

 

110

20

21

17

168

85

11

13

19

128

83

15

7

14

119

58

35

10

10

113

(51.3%)

(31.0%)

(8.8%)

(8.8%)

(100%)

(70.7%)

(12.1%)

(5.1%)

(12.1%)

(100%)

70

12

5

12

99

図表 3-1-18県内事業者の登録・許可状況(30年 3 月末）

引取業者（登録）：�自動車所有者から使用済自動車を引き取る自動車リサ
イクルの入口の役割を行う。

フロン類回収業者（登録）：�使用済自動車のカーエアコンからフロン類を
回収する。

解体業者（許可）：使用済自動車を解体処理し、エアバッグ類を回収する。
破砕業者（許可）：解体された自動車の圧縮・切断等を行い再資源化する。

図表 3-1-19　畜産に係る環境問題の発生状況
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ら受理した事前届出件数（通知含む）は、223,851
件、法に基づく解体工事業者の登録件数は、697
件となっています。
ｂ　県の取組
法の適正な執行を確保するため、各土木事務所、

地域振興事務所と連携を図りパトロールなどを実
施し、必要な指導、助言等を行っています。
建設リサイクルの促進を図るには、関係行政機

関や建設事業者等の関係者、県民それぞれの立場
で努力することが重要です。
これら関係者の理解を深めるため、説明会や講

習会、パンフレットの配布、ホームページ等によ
り法の周知、啓発活動に取り組んでいます。
（オ）ヤード適正化条例

本県には、周囲を鋼板などで囲み、自動車の解
体や部品の保管等をしている「*ヤード」が多数存
在し、全国の 2割以上を占めています。
これらの中には、自動車リサイクル法などの各

種法令に違反した行為が行われている、いわゆる
「不法ヤード」もあり、地域の生活環境に悪影響を
及ぼすおそれがあるとともに自動車盗難などの犯
罪の温床となっており、その解消が求められてい
ます。
県では、24 年 10 月に環境生活部、県土整備部、

農林水産部、警察本部で構成する「千葉県不法ヤー
ド対策協議会」を設置し、関係機関との連携を図っ
ています。
さらに、全国初となる「千葉県特定自動車部品

のヤード内保管等の適正化に関する条例」（ヤード
適正化条例）を制定し、27年4月から施行しました。
この条例では、ヤード運営者に届出、油の地下

浸透等防止措置、エンジンの取引記録の作成等の
義務を課すとともに、条例に基づくヤードの立入
検査を可能としました。
ヤードの実態を把握し、その適正化を図るため、

立入りを実施し、ヤードの届出、エンジン等から
の油の流出防止措置を講ずることなどを指導して
います。
県が把握しているヤード数は、29 年度末で 799

か所です。（図表 3-1-20）

ｂ　家畜排せつ物処理対策
県では、同法に基づき、「千葉県における家畜排

せつ物の利用の促進を図るための計画」を定め、
処理施設の整備や堆肥等の利用促進などの目標を
設けて家畜排せつ物の適正な処理及び利用を推進
し、各種補助事業や畜産高度化支援リース事業、
制度資金等の活用により、家畜排せつ物処理施設
の整備の効率的な推進を図っています。
さらに有効なバイオマス資源である堆肥の流通

及び利用の促進を図るため、県で構築した堆肥情
報の提供システム（堆肥利用促進ネットワークシ
ステム）の活用を図るとともに、畜産部門と耕種
部門からなる「畜産環境保全対策推進協議会堆肥
利用推進部会」において、家畜排せつ物などの有
機質資源の地域循環システムの構築などについて、
検討を進めています。
また、各農業事務所において「畜産環境保全対

策地域推進会議」を開催するとともに、関係機関
の連携のもと指導・啓発を行い、畜産経営に起因
する環境問題への適切な対処を図っています。
（エ）建設リサイクル法

建築物の解体等の工事に伴い発生する建設資材
について廃棄物となったものを再生資源化し利用
することによって、資源の有効な利用の確保や廃
棄物の適正な処理を図り、生活環境の保全や国民
経済の健全な発展に寄与するため、12年 5月に「建
設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（建
設リサイクル法）が制定され、14 年 5 月に本格施
行されました。
ａ　法の概要

特定建設資材（コンクリート、コンクリート及
び鉄から成る建設資材、木材、アスファルト・コ
ンクリート）を用いた建築物等の解体工事や新築
工事等が対象建設工事に該当する場合、発注者に
は、知事等（特定行政庁）への事前の届出が義務
付けられ、受注者には、発注者への説明・報告や
解体工事業の登録又は建設業法に基づく許可の取
得のほか、分別解体等及び再資源化等の実施等が
義務付けられています。
30 年 3 月末現在、県及び特定行政庁が発注者か

資
源
循
環
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（４）廃棄物処理計画
県県では、28年 3 月に廃棄物に関する施策を積

極的に展開するため、32年度を目標年度とする第
9 次「千葉県廃棄物処理計画」を策定しました。
本計画では、県民の安全・安心という基盤の下、

低炭素・循環型の資源利用の観点に配慮しつつ、
廃棄物の排出抑制及び適正な循環的利用を推進す
ることにより、ものを大切にする持続可能な循環
型社会を築くこととしています。
また、「３Ｒの推進」、「適正処理の推進」及びこ

れらを進めるための「適正処理体制の整備」を 3 本
の柱に据えて、依然として高い水準にある廃棄物
排出量や根絶に至らない不法投棄などの課題を克
服するため、実効性のある施策の展開を図ること
としています。
ア　一般廃棄物（ごみ）に関する施策
排出量の削減や再生利用率の向上を目指し、レ

ジ袋や食品ロスの削減に向けた普及啓発を行うと
ともに、容器包装や紙類等の資源ごみの分別排出・
分別収集の徹底に向けて、市町村に対し情報提供
や助言などを行っています。
イ　産業廃棄物に関する施策
排出抑制や資源化促進に向け、排出事業者に対

する指導啓発を行うとともに、循環産業の活性化
に向け、産業廃棄物処理業者を対象とした先進的
なリサイクル技術に関する研修会を開催するなど
しています。また、関係団体と連携し、排出事業者
と処理業者とのマッチングセミナーを実施してい
ます。

（３）地域特性を生かした資源循環ネットワークづ
くり

ア　千の葉エコプロジェクト
県では、県民、ＮＰＯ、事業者、行政などが実

施している資源循環型社会づくりに向けた環境配
慮型の様々な取組を募集し、「千の葉エコプロジェ
クト」としてホームページで情報提供を行ってい
ます。
このプロジェクトは、資源循環に係る先進的な

取組を紹介するとともに、各実施主体間の相互連
携の推進を図ることを目的としています。
イ　千葉県循環型社会形成推進功労者等表彰
循環型社会を構築するためには、一人ひとりが

日常の生活や仕事を通じて、３Ｒの活動や廃棄物
の適正処理に取り組むことが必要です。
県では、地域において資源回収に取り組む団体、

産業廃棄物の処理や不法投棄の監視に従事する個
人の方、積極的にリサイクルを実施している企業
等に対して感謝状を授与し、その功績に報いると
ともに、「千葉県廃棄物適正処理推進大会」を通じ
て、こうした取組を広く県民に公表することによ
り、３Ｒの推進と廃棄物の適正処理に関する県民
意識の醸成を図っています。

（単位：か所）

その他135
（16.9％）

山武59
（7.4％）

（7.9％）

千葉78

東葛飾63

（9.8％）

印旛464
（58.1％）

知事感謝状 環境生活部長 
感謝状 

一般廃棄物関係 個人 20 名 個人 60 名 
産業廃棄物関係 個人 9 名 個人 23 名 
３Ｒ活動関係 3 団体 7 団体  

図表 3-1-20　地域別ヤード数（29年度末） 図表 3-1-21　29年度の受賞者数
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3．環境基本計画の進捗状況の点検・評価等
（１）指標の現況

項　目　名 基準年度 現況 目　標

1人当たりの一般廃棄物（ごみ）の排出量 1,126g
(17 年度 )

933g
(28 年度 )

950g
(30 年度 )

一般廃棄物（ごみ）の最終処分量 19 万 t
(17 年度 )

15.4 万 t
(28 年度 )

10 万 t
(30 年度 )

一般廃棄物（ごみ）の再資源化率 24.3%
(17 年度 )

22.7%
(28 年度 )

40%
(30 年度 )

産業廃棄物の排出量 2,493 万 t
(17 年度 )

1,970 万 t
(28 年度 )

2,300 万 t
(30 年度 )

産業廃棄物の最終処分量 67 万 t
(17 年度 )

27.6 万 t
(28 年度 )

57 万 t
(30 年度 )

産業廃棄物の再資源化率 60.0%
(17 年度 )

51.9%
(28 年度 )

62%
(30 年度 )

（２）評価

一般廃棄物については、一人当たりの排出量は既に目標を達成し、最終処分量は基準年度
と比べ減少（改善）していますが、再資源化率は基準年度より若干低下しています。�  
　産業廃棄物については、排出量及び最終処分量は既に目標を達成し、減量が図られていま
すが、再資源化率は低下し、目標との差が広がっています。

（３）29 年度の主な取組、分析及び今後の対応方針
【29 年度の主な取組】

28年 3 月に策定した第 9 次となる「千葉県廃棄物処理計画」に基づき、施策を展開しました。この計画は、
32年度を目標年度とし、前計画に引き続き、３Ｒの推進と適正処理の推進等に向け様々な施策を展開する
こととしています。
①　資源循環を推進するためのライフスタイルづくり
・レジ袋の削減に向けた普及啓発として「ちばレジ袋削減エコスタイル」運動を展開し、「ちばレジエコサ
ポーター※」の参加拡大に努めた結果、その登録者数は35,505人となりました。

・食品廃棄物の削減に向けた「ちば食べきりエコスタイル」運動を展開し、事業者へ参加を呼びかけるとと
もに、県民向けには県ホームページ等を通じて情報提供を行いました。30年 3 月末現在、54事業者232
店舗が取組に参加しています。

・使い捨て容器に替わり、繰り返し使える水筒やタンブラーの使用を推奨する「ちばマイボトル・マイカッ
プ推進エコスタイル」を展開し、マイボトル等への飲料を提供する協力事業者を紹介する制度を開始しま
した。30年 3 月末現在、13事業者437店舗が取組に参加しています。

・年間646万トンあると推計されている「食品ロス」について、考えるきっかけの場とするため３Ｒ推進シ
ンポジウムを開催しました。

・九都県市首脳会議廃棄物問題検討委員会と連携して、家庭や飲食店での食品ロスを減らすための普及啓発
を行ったほか、容器包装ごみの削減を図るため、容器包装を減量化した商品の紹介や製造・小売事業者の
取組をＰＲするキャンペーンを実施しました。

※　マイバッグの持参やレジ袋の辞退等、レジ袋の削減に協力する県民（消費者）をいう。
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②　資源循環の基盤となる産業づくり
・溶融スラグについては、県や市町村の公共工事で利用しました。また、バイオマスの利活用を進めるため、
研究機関と連携して共同研究を実施するとともに、企業のバイオマスの利活用について、その取組が円滑
に進むよう協力しました。

・毎年、産業廃棄物の排出事業者を対象に研修会を開催しており、29年度は食品リサイクル関連の最新情報
や先進的な取組を紹介する「食品リサイクル推進マッチングセミナー」を環境省と千葉県の共催で開催し
ました。

・建設工事から発生する廃棄物の再資源化等を推進するため、パトロールや建設現場への立入検査を行いま
した。

・使用済自動車の再資源化等に関する法律（自動車リサイクル法）に基づき、県内（千葉市、船橋市及び柏市
を除く）の解体業者に延べ455回、破砕業者に延べ40回の立入検査を実施しました。

・不適正保管や不法投棄の台数は46台でした。
・千葉県特定自動車部品のヤード内保管等の適正化に関する条例（ヤード適正化条例）に基づき、478か所の
ヤードに延べ705回の立入りを実施しました。
③　地域特性を活かした資源循環ネットワークづくり
・これまでに引き続き、県民、市民活動団体、事業者、行政などによる循環型社会づくりに向けた様々な取組
を「千の葉エコプロジェクト」として公表しました。プロジェクトの件数は29年度末で280件です。
④　廃棄物処理計画
・29年度には「循環産業」の活性化を図るため、産業廃棄物の排出事業者と処理業者を対象に、「廃棄物のリ
サイクル推進マッチングセミナー」を関係団体との共催により開催しました。
　

【分析（目標達成阻害要因、状況の変化、課題等）】
・レジ袋の削減に協力する県民は増加の傾向にあり、県民の生活にマイバッグの持参等、レジ袋削減に向け
た行動が実践されてきたところですが、食品廃棄物や使い捨て容器削減に向けた行動については十分に実
践されていない状況です。資源循環を推進するためのライフスタイルをつくるために行政と事業者が協働
することで、さらなる推進が期待できます。

・県や一部市町村では一定条件の公共工事において溶融スラグの利用を義務付けています。溶融スラグの利
用量は公共工事の実施状況に影響を受けるため、29年度は前年度に比べ生産量は減少しましたが、利用率
はおおむね横ばいの結果でした。

・各主体の循環型社会づくりに向けた様々な取組は多岐に渡っており、より一層の推進が期待されます。

【分析結果を踏まえた今後の対応方針】
・資源循環を推進するためのライフスタイルづくりについては、引き続き、「ちばレジ袋削減エコスタイル」
「ちば食べきりエコスタイル」「ちばマイボトル・マイカップ推進エコスタイル」の普及啓発に努めるとと
もに、多様な３Ｒ行動を紹介し、廃棄物の発生抑制を推進していきます。

・公共工事などでの溶融スラグの利用拡大を呼び掛ける等、需要の拡大を推進していきます。
・今後も情報提供を行い、各主体との相互連携の推進を図ります。
・地域特性を生かした資源循環ネットワークづくりについては、今後も情報提供を行い、各主体との相互連
携の推進を図ります。
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第２節　廃棄物の適正処理の推進と
　　　　不法投棄の防止

１．現況と課題
資源循環型社会を築くためには、３Ｒの推進が

重要であることはもちろんのことですが、廃棄物
の発生抑制や再資源化等に努めてもなお発生する
廃棄物については、適正に処理されなければなり
ません。
一時期、本県には全国で不法投棄される産業廃

棄物の約 4 割が集中しました。
このため、24時間での監視指導体制の整備(11

年 4 月)、警察における環境犯罪課の設置（14年 4
月）、県独自の「千葉県廃棄物の処理の適正化等に
関する条例」の制定等による規制の強化（14年 3
月）などを実施し、その結果、不法投棄量(28年度)
はピーク時(11年度)の約20分の 1 に減少してい
ます。
しかしながら、林地などには、建設廃材を始めと

した産業廃棄物のゲリラ的な投棄があり、不要と
なった家電製品も多く捨てられています。
また、観光地や市街地の主要道路の交差点付近

には，ごみが散乱しています。
このように、不法投棄などが依然として後を絶

たないため、県民一人ひとりが廃棄物のルールと
マナーをより一層遵守するとともに、引き続き県
民及び関係団体、市町村と連携して、不法投棄の監
視指導を強化していく必要があります。
廃棄物の不法投棄を未然に防止するためには、

監視指導の強化だけでなく適正処理を推進するこ
とが重要です。
そのため、一般廃棄物に関しては市町村が、産業

廃棄物に関しては処理の責任を担っている排出事
業者と処理業者が、適正に廃棄物の処理を行うよ
うに徹底を図っていく必要があります。
また、廃棄物の適正処理を進めていくために、必

要な廃棄物処理施設を確保することも不可欠です。
今後、2020年東京オリンピック・パラリンピッ

クの開催に向けた道路等のインフラや施設の整備
により、産業廃棄物等の排出量が増大することが

懸念されます。このため、廃棄物の適正処理の徹底
や再資源化の促進を図っていく必要があります。
（１）一般廃棄物
ア　ごみ処理施設の状況
千葉県内の市町村・一部事務組合が設置してい

るごみ処理施設の29年 3 月末現在の稼働状況を見
ると、焼却処理施設は42か所、処理能力 8,356t/
日、粗大ごみを中心に破砕や資源化などの処理を
行う粗大ごみ処理施設及び粗大ごみ以外のごみ（び
ん・缶・ペットボトル等）の圧縮、梱包、選別処理
を行う資源化等を行う施設は42か所、処理能力
1,869t/日となっています。

資
源
循
環

  年度 

区分 

26 27 28 

施設数 

処理 

能力 

(t/日) 

施設数 

処理 

能力 

(t/日) 

施設数 

処理 

能力 

(t/日) 

市町村 

一部事務組合 

計 

30

13

43

6,584

1,813

8,396

30

13

43

6,584

1,813

8,396

30

12

42

6,614

1,743

8,356

   年度

区分 

26 27 28 

施設数 

処理 

能力 

(t/日) 

施設数 

処理 

能力 

(t/日) 

施設数 

処理 

能力 

(t/日) 

市町村       

一部事務組合       

計       

32

11

43

33

11

44

1,809

312

2,121

1,580

311

1,891

1,558

312

1,869

31

11

42

図表 3-2-1　焼却処理施設の稼動状況

図表 3-2-2　�粗大ごみ処理施設及び資源化施設の稼
働状況

(注)休止施設を除く
(注)�小数点以下1位を四捨五入しているため、計が合わない場合がある。

(注)休止施設を除く
(注)�小数点以下1位を四捨五入しているため、計が合わない場合がある。
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また、最終処分場は 25か所、残余容量（埋立可
能な量）約 1,427 千㎥となっており、残余容量は
ここ数年横ばい状況にありますが、最終処分場用
地の確保等が困難な状況にあることから、今後も
ごみの減量化・再資源化を推進し、最終処分に依
存しない処理体制の強化が必要です。

イ　し尿処理施設の状況
千葉県内の市町村・一部事務組合が設置してい

るし尿処理施設の 29 年 3 月末現在の施設は 30 か
所、処理能力 3,620kL/ 日となっており、ここ数
年ほぼ横ばい状況にあります。

（２）産業廃棄物
ア　不法投棄の状況
28年度の産業廃棄物に係る不法投棄(10t以上)

の発生件数は14件、発生量は 8,731tで、27年度
と比べ発生件数は減少したものの発生量は増加し
ました。（図表 3-2-5）
不法投棄現場は、農用地、森林及び業務用地等が

多く、道路網の発達に伴い広域化する傾向も見ら
れます。
不法投棄される産業廃棄物の種類は、がれき類

や建設混合廃棄物等の建設系廃棄物、廃プラスチッ
ク類、ガラスくず、陶磁器くず等となっています。
これらは従来、他都県の中間処理施設や積替保

管施設などに集積されていたものが、県内に運び
込まれ投棄されるケースが多かったのですが、近
年は排出事業者や下請業者による投棄が増加して
います。
不法投棄は、法を無視する不法行為者の存在に

加えて、土地所有者の安易な土地提供、排出事業者
や工事発注者の管理不徹底なども原因となって引
き起こされています。
イ　処理施設の設置状況
30年 3 月末現在の排出事業者が設置する廃棄物

処理法第15条の設置施設数は中間処理施設、最終
処分施設、また、産業廃棄物処理業者が設置する処
理施設数は中間処理施設、最終処分施設です。（図
表 3-2-6）

       年度 

区分 
26 27 28 

埋立実

績施設 

施設数 25 25 25 

埋立地面積 

（千㎡） 
502 502 502 

全体容量（千㎥） 4,009 4,009 4,009 

残 余 容 量 1,511 1,482 1,427 

区分 

26 27 28 

施設数 
処理能力 

(kL/日)
施設数 

処理能力 

(kL/日)
施設数 

処理能力 

(kL/日)

市町村 21 2,459 20 2,409 20 2,409 

一部事務組合 10 1,211 10 1,211 10 1,211 

計 31 3,670 30 3,620 30 3,620 

図表 3-2-3　最終処分場の稼動状況

図表 3-2-4　し尿処理施設の稼動状況

（注）休止中のものも含める。

（注）休止施設を除く
(注)�小数点以下 1 位を四捨五入しているため、計が合わない場合が

ある。

図表 3-2-5　産業廃棄物の不法投棄（10t以上）の発生状況
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ウ　産業廃棄物処理業者の現況
（ア）許可の状況

産業廃棄物処理業者は、排出事業者からの委託
を受け、産業廃棄物を適正に処理する役割を担っ
ています。
産業廃棄物の処理を業として行うには、廃棄物

処理法に基づく知事（千葉市内については千葉市
長、船橋市内については船橋市長、柏市内につい
ては柏市長）の許可が必要で、取り扱う産業廃棄
物の種類（通常の産業廃棄物と * 特別管理産業廃
棄物）及び業の内容（収集運搬業と処分業）によ
り区分し許可されています。
30 年 3 月末現在の許可業者数は 9,219 業者（千

葉市、船橋市及び柏市の業者を除く実数）で、前
年度に比べ 321 業者増加しています。
（図表 3-2-8）

一方、法の許可を要さない小規模施設について、
「千葉県廃棄物の処理の適正化等に関する条例」に
よる許可制度を導入しており、30 年 3 月末現在
の許可施設数は、焼却施設 36 施設、破砕施設 98
施設、積替保管場 39 施設となっています。（図表
3-2-7）

図表 3-2-8　産業廃棄物処理業者に係る許可業者数� (30年 3 月末現在 )

図表 3-2-7　県条例に基づく許可施設の設置状況
� 　(30年 3 月末現在 )

資
源
循
環

種

別 
種類内容 排出事業者 処理業者 合計 

中間

処理

施設 

汚泥の処理施設 48 56 104 

廃油の処理施設 12 42 54 

廃酸又は廃アルカリの処理施

設 

1 3 4 

廃プラスチック類の処理施設 5 118 123 

木くず等の処理施設 29 248 277 

その他の処理施設 1 0 1 

合計 96 467 563 

最終

処分

場 

安定型 2 8 10 

管理型 5 6 11 

遮断型 1 0 1 

合計 18 14 22 

種類 排出事業者 処理業者 合計

焼却施設 31 5 36 

破砕施設 9 89 98 

積替保管場 39 0 39

合計 79 94 173 

業区分 収集運搬業 処分業

合計

年度 種類

収集運搬のみ 小計 中間処理 最終処分
収運＋

中間

収運＋

最終

中間＋

最終

収運＋

中間＋

最終

28 

産廃   

特管

計

29 

産廃     

特管

計

8,498

723

8,593

8,793

744

8,914

302

33

305

302

32

305

78

13

81

82

11

85

3

1

3

3

1

3

214

19

214

212

20

212

4

0

4

3

0

3

0

0

0

0

0

0

3

0

3

2

0

2

8,800

756

8,898

9,095

776

9,219

図表 3-2-6　�廃棄物処理法第15条に基づく許可施
設の設置状況� 　(30年 3 月末現在 )

(注 1)千葉市、船橋市及び柏市内の施設を含む。
(注 2)最終処分場は容量が０及び閉鎖した施設は除き、公共施設を含む。
(注 3)施設数は、種類内容の区分に従ったのべ施設数

（注）1．廃棄物指導課調べによる。（千葉市長、船橋市長及び柏市長許可分を除く。）
	 2．「産廃」とは通常の産業廃棄物を、「特管」とは特別管理産業廃棄物を取扱う業を示す。
	 3．「計」とは、許可業者の実数を示す。（許可区分により一部重複。）

(注)廃棄物指導課調べ
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ｂ　最終処分量
28 年度の最終処分量は 440t と 27 年度に比べ

90t 減少しています。
種類別に見ると、がれき類 115t（26%）、汚泥

111t（25%）、ガラスくず・コンクリートくず及
び陶磁器くず 91t（21%）、廃プラスチック類 48t
（11%）の順となっています。

また、発生地域別に見ると、県内発生物が 294t
（67%）、県外発生物が 146t（33%）となっています。

（イ）産業廃棄物処理実績
産業廃棄物処分業者に対しては、１年間の廃棄

物の処理実績を毎年知事（千葉市長・船橋市長 ･
柏市長）に報告するよう求めており、千葉市・船
橋市及び柏市を含む 28 年度の実績は次のとおり
です。
ａ　中間処理量
28 年度の中間処理量は 9,935t と 27 年度に比べ

90t 減少しています。
種類別に見ると、がれき類 4,976t（50%）、汚

泥 2,244t（23%）、木くず 631t（6%）、ガラスく
ず・コンクリートくず及び陶磁器くず 529t（5%）
などとなっています。
また、発生地域別に見ると、県内発生物が 5,410t

（54%）、県外発生物が 4,525t（46%）となってい
ます。

図表 3-2-9　産業廃棄物処分業者による中間処理・最終処分の実績 (28 年度 )

(注)産業廃棄物及び特別管理産業廃棄物処理業者実績報告を基に廃棄物指導課集計。
　　(千葉市、船橋市、柏市分を含む。)

中間処理 最終処分
9,935千ｔ（100%） 440千ｔ（100%）

県内 5,410（54%） 県外 4,525（46%） 県内 294（67%） 県外 146（33%） 発生
地域別

汚泥

種類別 2,244(23%）

その他
75

（17%）

木くず 631（6%）
ガラスくず・コンクリート 
くず及び陶磁器くず 

529（5%） 

がれき類

4,976（50%）

その他 がれき類  

111（25%） 115（26%） 

廃プラスガラスくず・コン
クリートくず及
び陶磁器くず

チック類 汚泥 

48
（11%）

91
（21%）

1,555 
（16%）
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せて活用することで、災害廃棄物の処理をより迅
速かつ円滑に進めることができます。
今後も、大規模災害に備え、災害廃棄物について、

その適正な処理と再生利用を確保した上で、円滑
かつ迅速に処理できるよう、市町村の災害廃棄物
対策への支援を行い、県内の災害廃棄物の処理体
制の整備に努めます。

(b) 市町村及び関係団体との協力体制の構築
県では阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、災害

廃棄物の処理などの対策として相互援助協定の締
結促進を図ってきましたが、9 年 7 月には県下全
市町村及び一部事務組合によりごみ処理事業の協
力を行う「災害時における廃棄物処理施設に係る
相互援助細目協定」が締結されました。
また、市町村の独力では対処できない大規模な

災害廃棄物の処理について、民間業者の支援を受
けることにより早期の復興が可能となることから、
15 年 9 月に、一般社団法人千葉県産業廃棄物協会
及び千葉県解体工事業協同組合と、それぞれ「地
震等大規模災害時における災害廃棄物の処理等に
関する協定」及び「地震等大規模災害時における
被災建物の解体撤去等に関する協定」を締結しま
した。
さらに、主に避難所における仮設トイレを対象

とした、し尿及び浄化槽汚泥の収集運搬について、
一般社団法人千葉県環境保全センターと、19 年 8
月に「大規模災害時におけるし尿及び浄化槽汚泥
の収集運搬に係る協定」を締結しています。
ｃ　海岸漂着物対策の促進
海岸における良好な景観及び環境の保全を図る

ため、県では、海岸漂着物処理推進法に基づき、
沿岸市町村の漂着物調査を行い、「千葉県海岸漂着
物対策推進協議会」を設置して意見を伺うととも
にパブリックコメントや各市町村長から意見を聴
取し、23 年 2 月に「千葉県海岸漂着物対策地域計
画」を作成しました（28年 11 月改定）。
内容は、海岸漂着物対策を重点的に推進する区

域や海岸漂着物対策の推進に必要な事項を盛り込
んだ計画としており、重点区域として、10区域（銚

２．県の施策展開
（１）廃棄物の適正処理の確保
ア　適正処理に向けた体制づくり
（ア）一般廃棄物
ａ　広域化・集約化による一般廃棄物処理施設整
備の促進

市町村等が、地域の実情等を踏まえながら必要
となる施設整備を行う際には、技術的助言や広域
処理体制の構築に向けた調整を行っています。
また、施設の更新に伴い廃止されたごみ処理施

設については、安全性の確保と敷地の有効利用の
観点から、管理を徹底するとともに、倒壊のおそ
れのある施設は、早期の解体撤去を促しています。
ｂ　災害廃棄物処理対策の整備
(a) 市町村の災害廃棄物対策への支援
大規模災害が発生した場合に生ずる災害廃棄物

を被災市町村が適切に処理するために、各市町村
において災害廃棄物の収集、運搬の方法等につい
て計画を定めておくことが重要です。
県では、30 年 3 月に「千葉県災害廃棄物処理計

画」を策定し、平時の備えから非常災害発生時の
対応までを定め、災害廃棄物の処理等に関する県
の基本的な考え方を明確にするとともに、市町村
が災害廃棄物処理計画を策定するに当たり必要な
事項を示しています。なお、28 年度末現在で県内
54 市町村のうち 3 市が近年の災害の知見を踏まえ
た災害廃棄物処理計画を策定しています。
また、23 年 3 月に発生した東日本大震災では、

津波や液状化によって、県内でも大量の災害廃棄
物が発生しましたが、各市町村と関係団体の協力
で迅速かつ適切な災害廃棄物の処理が行われまし
た。
県では、この東日本大震災での経験をもとに、

災害廃棄物の処理が円滑に行えるマニュアルを市
町村において整備することが必要と考え、25 年
3 月に「千葉県市町村災害廃棄物処理マニュアル
策定ガイドライン」を作成しました。ガイドライ
ンは災害発生時の初期対応に重点を置いた内容と
なっており、このガイドラインをもとに市町村に
おいてマニュアルを整備し、既存の処理計画と併

資
源
循
環
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ｂ　排出事業者に対する規制・指導
（a）産業廃棄物排出事業場に係る立入検査

29 年度は以下のとおり立入検査を実施しまし
た。（図表 3-2-11）

産業廃棄物の排出状況、処理状況、管理体制等
について検査するとともに、必要に応じて産業廃
棄物を採取・分析し、改善措置を行っています。
(b) 多量排出事業場の指導
廃棄物処理法では、前年度の排出量が産業廃棄

物にあっては１千ｔ以上、特別管理産業廃棄物に
あっては 50ｔ以上の事業場を設置している事業者
に、多量排出事業者として処理計画の作成及び計
画の実施状況の報告を義務付けています。
県では、事業者自らが適正処理及び減量化・再

資源化に取り組むよう指導しています。
(c) 環境保全協定に基づく指導
千葉臨海地域の協定工場に対しては、生産施設

及び公害防止施設の新増設に係る事前協議を行い、
廃棄物の発生抑制・再使用・再生利用の促進及び
適正処理などに関する指導を行いました。
29 年度は、事前協議は 30 件あり、この事前協

議に基づき、減量化や適正処理等の指導を行いま
した。
(d) 進出予定事業者等に対する指導
県内の工業団地等への立地及び大規模な工場立

地を計画している事業者等に対しては、建設時か
ら廃棄物の発生抑制・再使用・再利用・再資源化
の促進及び適正処理に努めるよう事前指導を行っ
ており、29年度は 15件について指導しました。

子市、旭市、白子町、一宮町、いすみ市、御宿町、
鴨川市、館山市、富津市、木更津市）の海岸を選
定し海岸漂着物の回収処理を行っています。
ｄ　し尿処理汚泥の再資源化の促進
し尿処理施設から発生する汚泥は、農家等に肥

料として供給されたり、焼却後、エコセメント等
の原材料として利用することができますが、資源
化されずに埋立処分されているものもあります。
し尿処理施設から発生する汚泥については、今

後更に再資源化を促進する必要があります。
ｅ　一般廃棄物処理施設に係る立入検査
廃棄物処理法第 19条の規定により、市町村・一

部事務組合及び民間が設置しているごみ焼却施設
など一般廃棄物処理施設に立入検査を実施し、施
設の維持管理状況の確認、放流水や焼却灰等の採
取、分析を行っています。
29年度の立入検査結果は以下のとおりです。（図

表 3-2-10）

（イ）産業廃棄物
ａ　排出事業者への情報提供
産業廃棄物の適正処理の推進を図るため、講

習会の開催、広報資料の作成・配布やホームペー
ジ、広報誌等広報媒体への掲載等を通じて、事
業者に向けた発生抑制、再資源化及び適正処理
等に関する普及啓発事業を行っています。
また、適正処理について自己診断が行えるよう

「産業廃棄物委託処理チェックシート」を作成し、
ホームページ等の広報媒体へ掲載するとともに、
関係機関・団体の協力も得て、チェックシートを
配布するなど普及促進を図っています。

図表 3-2-11　�産業廃棄物排出事業場の立入検査結果
(29年度 )

種　類 立入施設数 指導件数 分析施設数
ごみ処理施設 172 2 20

うち焼却施設 53 1 20
最終処分場 104 0 17
し尿処理施設 33 0 0
その他の施設 5 0 0
合計 314 2 37

業　種 立入検査
事業場数

改善措置
事業場数

改善措置区分
改善
命令

改善
勧告

文書
指導

口頭
指導等

製造業 165 39 0 0 0 39
医療業 112 43 0 0 1 42
廃棄物処理業 49 22 0 0 19 3
建設業 401 85 0 0 3 82
その他 429 100 0 0 2 98
合計 1,156 289 0 0 25 264

図表 3-2-10　�一般廃棄物処理施設の立入検査結果 
(29年度 )
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処分業者 35社の適合を確認しています。
イ　適正処理に向けた仕組みづくり
産業廃棄物の不適正な処理を防止するためには、

産業廃棄物の発生から処分に至る処理の透明性を
確保した適正処理に向けた仕組みづくりが必要で
す。
（ア）産業廃棄物管理票（マニフェスト）報告制度

排出事業者は産業廃棄物を他人に委託するとき
には、「産業廃棄物管理票」（以下「マニフェスト」
という。）を交付することが必要ですが、20 年 4
月からは、前年度の交付状況を毎年、県又は政令
市等に報告することが義務付けられました。
これにより、県内で発生した産業廃棄物の移動

の状況や処理の状況を行政が把握することができ
るため、不適正処理の防止や循環型社会の実現に
向けた、基礎的な統計データの精度が高まること
が期待できます。
29 年度については、県内（千葉市・船橋市・柏

市を除く。）の 10,861 の排出事業者から、18,335
箇所の事業場におけるマニフェストの交付実績に
ついて報告がありました。
（イ）電子マニフェスト制度の普及・促進

産業廃棄物管理票（マニフェスト）は、排出事
業者自らが、処理業者に委託した廃棄物の流れを
把握して不適正処理の防止等、適正な処理を確保
するための制度として運用されてきましたが、紙
マニフェストによる管理では、記入洩れ、返送時
の紛失、虚偽記載など、様々な課題が発生してい
ます。
電子マニフェストは、環境大臣が指定した「情

報処理センター」の下でマニフェスト情報を一元
管理することにより、紙マニフェスト管理上の諸
課題を解決するものです。
県では、千葉県廃棄物処理計画の中で、普及促

進に努めることとしており、引き続き排出事業者
等にリーフレットを配布するなど普及促進に努め
ています。
（ウ）公共工事における適正処理の推進

高度経済成長期に整備された大量の建築物や土
木構造物などの社会資本が更新時期を迎え、建設

ｃ　産業廃棄物処理業者に対する規制・指導
産業廃棄物処理業者に対しては、廃棄物処理法

及びその運用通知等を周知し、適正処理の徹底を
図るため、処理業者セミナー等を実施しています。
また、廃棄物処理法に基づく規制のほか、「千葉

県廃棄物処理施設の設置及び維持管理に関する指
導要綱」等に基づき、適正処理の指導を行ってい
ます。
さらに、中間処理業者及び最終処分業者につい

ては、重点的に立入検査を実施し指導の徹底を図っ
ています。29 年度の立入検査結果は以下のとおり
です。（図表 3-2-12）

d　優良産廃処理業者認定制度
排出事業者が自らの判断でより優良な処理業者

を選択できるよう、一定の基準を満たした処理業
者を明らかにする制度で、22 年の廃棄物処理法の
改正により、旧優良性評価制度に代わり、23 年 4
月 1 日から新たに「優良産廃処理業者認定制度」
が創設されました。
新たな「優良産廃処理業者認定制度」では、遵

法性、事業の透明性、環境配慮の取組の実施、電
子マニフェストの利用及び財務体質の健全性に係
る 5 つの基準に適合する、優れた能力及び実績を
有する産廃処理業者を認定し、認定を受けた処理
業者は、通常 5 年の産廃処理業の許可の有効期間
を 7 年とする等の特例が付与されることとなって
います。
なお、30年 3月末現在で、収集運搬業者 319 社、

立入検査対象
（業の区分）

延べ
立入
件数

延べ
指導等
件数

指導等の内容

改善

命令

改善
勧告 指導票

収集運搬業 6 18 0 1 17

中間処理業 246 85 0 6 79

最終処分業 81 0 0 0 0

合計 333 103 0 7 96

資
源
循
環

図表 3-2-12　�産業廃棄物処理業者に対する立入検査
結果等（29年度）

（注）・廃棄物指導課調べによる。（千葉市、船橋市及び柏市分を除く。）
	 ・�最終処分場の立入件数については、許可条件に基づく立入検査

の件数を含む。
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市町村は、交付金を活用し、自主性と創意工夫
を生かした広域的かつ総合的な廃棄物処理・リサ
イクル施設の整備を進めていくことができます。
廃棄物を材料・原料として利用するマテリアル

リサイクル推進施設や、廃棄物の焼却により発生
するエネルギーを回収して発電等に利用するエネ
ルギー回収型廃棄物処理施設などが交付対象とさ
れています。
エ　流入する産業廃棄物対策
県では排出事業者責任を明確にし、県外廃棄物

の不法投棄の防止等を図るとともに、最終処分場
の確保を図り、生活環境の保全に資する目的で「千
葉県県外産業廃棄物の適正処理に関する指導要綱」
を定め、2年 4月から運用しています。
この要綱に基づき、安定型産業廃棄物の最終処

分については全処分量の 25% 削減、管理型産業廃
棄物の最終処分については全処分量の 50% 削減、
県外の積替保管・選別施設経由の搬入禁止などに
ついて指導しています（千葉市は独自の要綱によ
り指導）。
また、要綱では、県外産業廃棄物を県内で最終

処分しようとする場合には、排出事業者は事前に
知事に対して協議を行うこととしています。
県内の産業廃棄物処理業者による県外産業廃棄

物の最終（埋立）処分量は、要綱施行前の元年度
の約 41 万 3 千ｔに比べ減少し、28 年度は、約 11
万 3 千ｔと県内で最終処分された量全体の約 29%
となっています。

廃棄物の排出量の増大が懸念されています。
このため、県では「千葉県建設リサイクル推進

計画」に基づき指導・監督体制の強化を図るなど、
公共工事における建設廃棄物の適正処理を進めて
います。
（エ）再生土の適正な埋立て等の確保

近年、県内において、建設汚泥等の産業廃棄物
を中間処理し、埋立用の資材として再生した「*再
生土」による埋立て等が増加しています。
本県としては、廃棄物のリサイクルを推進する

ため再生品の利用拡大に努めているという背景が
ありますが、再生土を利用した埋立て等は、廃棄
物処理法や県残土条例の規制の対象となっておら
ず、一部の埋立てで、県民の生活環境に支障をき
たす事態が生じています。
県では 28 年 9 月 15 日に「再生土等の埋立て等

に係る行政指導指針」を策定し、埋立て等に係る
計画書の提出等などを指導してきました。
指針の施行後 30 年 6 月末までに、再生土の埋

立てを 115 ヵ所確認しており、うち 85 件で計画
書の提出がありましたが、指導に従わない事業者
がいるなど、指針の指導には限界がありました。
そこで、平成 30 年 10 月に、県民の生活の安全

の確保を図るとともに、地域の生活環境の保全に
資することを目的に、「千葉県再生土の埋立て等の
適正化に関する条例」を制定し再生土による埋立
て等の適正化を図ることとしました。
ウ　循環型社会形成推進交付金の活用
ごみ処理施設の設置には多額の費用を要するた

め、公衆衛生の向上や公害問題の解決を目的に国
庫及び県費補助を行い、施設の整備拡充を図って
きました。17 年度には、国において、これまでの
補助金を廃止し、広域的な観点からの循環型社会
の形成を図る新たな制度として「循環型社会形成
推進交付金」が創設されました。
27 年度には、災害時の廃棄物処理システムの強

靭化を目的とした「廃棄物処理施設整備交付金」と、
地球温暖化対策の強化を目的とした「二酸化炭素
排出抑制対策事業費交付金（先進的設備導入推進
事業）」が追加されました。
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無害化処理認定を受けた事業者等により処分され
ています。
県では、29 年 3 月に「千葉県ポリ塩化ビフェニ

ル廃棄物処理計画」を改定し、ＰＣＢ廃棄物の確
実かつ適正な処理を、総合的かつ計画的に進めて
います。
（イ）アスベスト廃棄物対策

* アスベスト廃棄物については、建築物に吹き付
けられたアスベストや、アスベスト保温材などの
特別管理産業廃棄物としての「廃石綿等」、アスベ
ストを含むスレートや成型板などの「石綿含有産
業廃棄物」に区分されています。
これらの処理については、廃棄物処理法の処理

基準に基づいて、溶融または無害化する中間処理
か、固形化等の飛散防止措置を行い最終処分場に
埋め立てることが求められます。

（２）廃棄物の不法投棄の根絶
ア　ゴミゼロ運動
関東甲信越静の各都県では毎年 5 月 30 日（ゴ

ミゼロの日）に近い日曜日を「関東地方環境美化
行動の日」と定めて、空き缶等の収集活動を中心
に街頭での広域的な統一美化キャンペーンを行っ
ています。
29 年度からは環境省が実施する「ごみ減量・リ

サイクル推進週間 (5 月 30 日から 6 月 5 日 )」を
県内市町村に呼び掛けることにより、県全体でご
み減量・リサイクル推進に取り組んでいます。
イ　廃棄物の不法投棄対策
（ア）365 日・24 時間体制の監視パトロールの実

施
11 年 4 月、昼間中心の監視活動を転換して、全

国で初めて休日・夜間を問わず 24時間・365 日で
監視指導を行う体制を整備しました。また、民間
警備会社へ監視業務を委託するなど、悪質巧妙化
する不法投棄等に機動的に対応できる体制を整備
しました。
さらに、25 年度からは、従来のパトロールに加

え、不適正処理の疑いが高い現場等を集中的に監
視する定点監視や車両の追跡調査を行うスポット

オ　特別管理産業廃棄物対策
（ア）ポリ塩化ビフェニル廃棄物対策

* ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物の処理に
ついては、「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処
理の推進に関する特別措置法」が 13 年 7 月 15 日
に施行され、ＰＣＢ廃棄物を保管する事業者はＰ
ＣＢ廃棄物を適正に保管するとともに毎年ＰＣＢ
廃棄物の保管状況等を県又は政令市等に届出する
こととされています。
この届出等によると、28 年度末現在、高濃度変

圧器約 380 台、高濃度コンデンサー約 6,490 台、
安定器等約 26万 2千台が保管されています。
また、高濃度変圧器約 20台、高濃度コンデンサー

約 610 台、安定器等約 9,470 台が使用されていま
す。
事業者に対しては広報や立入検査等により確実

かつ適正な保管及び処理について指導しています。
ＰＣＢ廃棄物は含まれるＰＣＢの濃度によって

処理方法が異なり、県内の高濃度ＰＣＢ廃棄物の
うち変圧器やコンデンサー等については、中間貯
蔵・環境安全事業株式会社（ＪＥＳＣＯ）が東京
都江東区に設置した東京ＰＣＢ廃棄物処理施設
（17 年 11 月稼動）において、19 年度から処分が
開始されています。
また、平成 26 年 6 月に国のＰＣＢ廃棄物処理

基本計画が変更され、県内の高濃度ＰＣＢ廃棄物
のうち、安定器等及び汚染物等についてはＪＥＳ
ＣＯの北海道ＰＣＢ廃棄物処理施設にて処分する
こととなりました。
低濃度ＰＣＢ廃棄物については、環境大臣から
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源
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環
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図表 3-2-13　産業廃棄物処理業者による最終処分実績

（注）�産業廃棄物及び特別管理産業廃棄物処理実績報告を基に
廃棄物指導課集計。（千葉市、船橋市、柏市を含む。）
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（エ）�警察との連携による廃棄物事案に対する取締
りの強化

県警本部と不適正処理等の違法行為に対する

取締りについて連携を強化し、検挙につなげて

います。

（オ）市町村との連携・他都県市との広域連携
a　産業廃棄物不法投棄防止対策地域連絡会議
各地域振興事務所単位で、管内の県の出先機関、

市町村、警察署などを構成員として監視・指導の
協議や緊急通報体制を確保するとともに、合同パ
トロールを実施する等、不法投棄撲滅に努めてい
ます。
b　産業廃棄物不適正処理防止広域連絡協議会
　 （産廃スクラム 34）
都県域をまたぎ広域的に行われる産業廃棄物の

不適正処理の防止と良好な生活環境の保全、不適
正処理発生後の迅速な対応を図るため本協議会を
設置し、関東甲信越及び福島、静岡エリアの都、
県及び政令市相互の情報交換、調査等の協力体制
の強化に努めています。

監視を実施しています。
これらの取組により、産廃・残土県民ダイヤル

への通報にも機動的に対応して、不法投棄等の早
期発見・早期対応を図っています。
悪質な行為者については、法に基づき措置命令

を発し、履行する意思のない者には刑事訴訟法に
基づき告発を行うこととしています。

（イ）監視・指導等を行う出先機関を設置しての監
視指導体制の整備

保健所で対応していた不法投棄の苦情等につい
て、13 年度からは 10 支庁に県民環境課を、16 年
度からは 5 県民センター及び 5 県民センター事務
所に地域環境保全課・室を 23 年度からは 10 地域
振興事務所に地域環境保全課を設置して対応し、
不法投棄等の監視指導体制の整備を図っています。

（ウ）市町村職員への立入検査権限の付与
13 年 9 月から市町村職員へ立入検査権限を付与

し、市町村との連携を図ることにより、地域での
監視体制を強化しています。

図表 3-2-14　千葉県グリーン・アクション・チーム

図表 3-2-15　監視パトロール
　　（監視パトロール中に発見した不法投棄）

図表 3-2-16　立入検査
　　（廃棄物の不法投棄現場）
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（参加自治体）福島県、茨城県、栃木県、群馬県、
埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨
県、長野県、静岡県、千葉市、横浜市、川崎市、横
須賀市、新潟市、静岡市、浜松市、宇都宮市、前橋
市、長野市、相模原市、さいたま市、郡山市、いわ
き市、川越市、船橋市、柏市、高崎市、越谷市、八
王子市、福島市、川口市
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図表 3-2-17　路上一斉調査
　　（産廃スクラム34による収集運搬車両一斉調査）

※県では、県民からの不法投棄等の通報に対して、廃棄物指導課内に専用電話を設置して、
勤務時間内は勿論のこと、土日・祝祭日を問わず 365 日、受け付けて対応しています。

産廃・残土県民ダイヤル ０４３－２２３－３８０１
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ｂ　硫酸ピッチ条例（千葉県硫酸ピッチの生成の
禁止に関する条例）

* 硫酸ピッチは、一旦生成されると不法投棄につ
ながり、県民の生活環境や自然環境へ悪影響を及
ぼします。このため、抜本的対策として、県独自
に、不正な利益を図る目的による硫酸ピッチの生
成そのものを禁止する「千葉県硫酸ピッチの生成
の禁止に関する条例」を 19 年 7 月 10 日に制定し、
9月 1日から施行しました。

（ク）支障除去事業の実施
不適正処理された産業廃棄物は行為者等の原因

者が適正に処理することが原則です。
そのため、行為者に対する撤去指導に併せて不

法投棄された産業廃棄物の排出事業者等の特定に
も努め、排出事業者等に対し撤去を強く指導して
います。
その結果、行為者や排出事業者等による撤去が

行われたものもあります。
しかしながら、行為者等による撤去が見込めな

い場合で、かつ地域住民の健康への影響等、生活環
境保全上に顕著な支障が生じた場合、又は、生じる
おそれがある場合には、県は県民の生活環境を保
全するため、行為者等に代わり支障除去事業を実
施しています。

（カ）不法投棄撲滅ネットワークの整備
不法投棄等不適正処理された産業廃棄物は、火

災や水質汚濁、悪臭や堆積物の崩落などの危険性
を内包しており、生活環境に大きな影響を与えま
す。このため、県では不法投棄等の撲滅に向けて
行政機関のみならず、県民にも協力を呼びかけ、
県民と一体となった全県的な不法投棄撲滅のため
の運動を促進して早期発見・早期対応に努めてい
ます。
また、不法投棄等の情報を早期に得て迅速な対

応を図るため、2 年度から市町村が設置する「不
法投棄監視員制度」の運営に対しその費用の一部
を助成しています。
（キ）県独自条例の制定
ａ　廃棄物条例（千葉県廃棄物の処理の適正化等
に関する条例）

悪質な不法投棄を防止し、火災や崩壊の危険が
高い不法堆積を解消するため、「千葉県廃棄物の処
理の適正化等に関する条例」を 14 年 3 月 26 日に
制定し、10月１日から施行しました。
この条例では、自社処理を装って法律の規制を

免れる悪質な行為を防止するため、県独自の対策
を規定しています。

図表 3-2-19　条例の主な内容（硫酸ピッチ条例）

図表 3-2-18　条例の主な内容（廃棄物条例）
項目 内容

廃棄物処理票の
作成、携行等

排出事業者が産業廃棄物を自ら
処理する場合でも、法のマニフェ
ストに準じた「廃棄物処理票」の
作成、交付、携行、保存を義務
付けています。

自社処分場への
搬入搬出時間の

制限

自社処分場（積替保管・中間処理・
最終処分）への夜間（午後 10 時か
ら午前 6 時まで）の搬入搬出は原
則として禁止します。

小規模産業廃棄
物処理施設への
許可制の導入

法の許可対象規模未満の施設で、
事業場以外に設置する焼却施設、
破砕施設、積替え保管場につい
ては、許可が必要です。

項目 内容

生成禁止 不正な利益を図る目的で硫酸ピッチを
生成することを禁止します。

中止命令
条例の規定に違反して、不正な利益を
図る目的で硫酸ピッチを生成させる者
に対し、生成の中止を命じます。

報告徴収・立
入検査

硫酸ピッチや硫酸ピッチの疑いのある
物を生成し、または生成させた者に対
し、必要な報告を求め、また、事務所
などに立入検査をすることができま
す。

罰則
硫酸ピッチの生成中止命令違反、報告
徴収違反、立入検査拒否等に対して、
100 万円以下の罰金等、厳しい罰則が
適用されます。
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○　屋外に不適正保管されていた廃コンデンサー
等にＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）を含む油が
使用されていたことが発覚し、錆等の腐食の進
行によりＰＣＢの漏出拡大が危惧されたことか
ら、漏出防止対策としての支障除去事業を実施
しました。

ウ　廃棄物に関する情報の公開
県では、廃棄物処理法や廃棄物条例（千葉県廃

棄物の処理の適正化等に関する条例）に基づき行
政処分を行った場合、その処分を受けた者の氏名
等を、廃棄物条例に基づきホームページで公表し、
不適正処分の防止を図っています。

（支障除去事業の主な事例）
○　家屋解体に伴い発生した木くずをチップにし
てリサイクルと称して不法に堆積した現場から
火災が発生し 3 週間燃え続け、鎮火後も小規模
火災を繰り返し、再出火の発生が危惧される状
態が継続したことから、火災発生防止対策とし
ての支障除去事業を実施しました。

。
○　硫酸ピッチ入りドラム缶が崖の上から不法投
棄され硫酸ピッチが河川等に流出したり、倉庫
に不適正に保管された硫酸ピッチ入りドラム缶
から硫酸ピッチが漏れ出したりして、生活環境
保全上の支障が生じるおそれが顕著になったこ
とから硫酸ピッチを撤去又は中和処理する支障
除去事業を実施しました。
なお、これまでに確認された県内の硫酸ピッ

チについては、19年度中に全量撤去が完了して
います。
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図表 3-2-20　支障除去事業 ‑
　　（不法堆積された木材チップの除去）

図表 3-2-21　支障除去事業
　　（不適正保管の硫酸ピッチの除去）
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3．環境基本計画の進捗状況の点検・評価等
（１）指標の現況

項　目　名 基準年度 現況 目　標
新たな不法投棄量
( 投棄量 10 トン以上の不法投棄箇
所における投棄量の総量 )

23,861 トン
(18 年度 )

8,731 トン
(28 年度 )

新たな不法投棄量ゼロ
を目指します。
( 早期実現 )

（２）評価

　産業廃棄物の新たな不法投棄確認量は基準年度と比較して大幅な減少傾向にあります。

（３）29 年度の主な取組、分析及び今後の対応方針
【29 年度の主な取組】

28年 3 月に策定した第 9 次「千葉県廃棄物処理計画」に基づき、施策を展開しました。この計画は、32年度
を目標年度とし、前計画に引き続き、３Ｒの推進と適正処理の推進等に向け、様々な施策を展開することと
しています。
①　廃棄物の適正処理の確保
ア　適正処理に向けた体制づくり
・廃棄物処理法第19条の規定により、29年度に市町村・一部事務組合及び民間が設置しているごみ焼却施
設など一般廃棄物処理施設312施設に立入検査を実施し、施設の維持管理状況の確認、放流水や焼却灰等
の採取、分析を行いました。その結果、文書による改善指導はありませんでした。

・産業廃棄物の適正処理の推進を図るため、処理業者に対して333件の立入検査を実施するとともに、優良
事業者に対しては、その育成の一環として、知事感謝状・部長感謝状による表彰を行いました。また排出
事業者を対象に産業廃棄物の適正処理に関する説明会を県内で５回開催しました。

・産業廃棄物排出事業場に係る立入検査を、29年度は、産業廃棄物処理業及び建設業などを重点的に選定
し、1,156事業場について実施しました。産業廃棄物の排出状況、処理状況、管理体制等について検査する
とともに、必要に応じて産業廃棄物を採取・分析し、289事業場に対して改善措置を行いました。その主
な内容は廃棄物の不適正な保管、不適正な委託処理、産業廃棄物管理票等の不備でした。

・県では、事業者自らが適正処理及び減量化・再資源化に取り組むよう指導し、29年度においては、516事
業場から処理計画又は実施状況が提出されました。
イ　適正処理のための仕組みづくり
・建設廃棄物については、発生から再利用を含む処分までの流れを総合的に管理する仕組みの構築につい
て、国へ要望しました。
ウ　廃棄物処理施設の整備対策
・29年度には、廃棄物処理施設を整備する県内13の市町村及び一部事務組合に対し、国から約42億 6,615
万円の交付金が交付されました。

・周辺の生活環境等に配慮した廃棄物処理施設の整備・維持管理を図るため、「千葉県廃棄物処理施設の設
置及び維持管理に関する指導要綱」により、産業廃棄物処理業者が処理施設を設置する場合の事前協議を
行っており、26件の事前協議を受理しました。
エ　流入する産業廃棄物対策
・県外廃棄物を県内で埋立処分する場合の事前協議を358件行い、県外産業廃棄物の不法投棄の防止等を図
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るとともに、産業廃棄物の計画的な処理の促進と最終処分場の確保を図りました。
オ　適正処理困難物の処理対策
・ポリ塩化ビフェニル廃棄物の保管場所の立入検査を543件実施し、2027年 3 月の処理期限までに適正か
つ安全に処理されるよう事業者指導を行いました。
・アスベスト廃棄物についても、排出する事業場の立入検査を125事業場に対して実施し、そのうち保管基
準・処理基準・委託基準に関する指導を、43事業場に対して行いました。

②　廃棄物の不法投棄の根絶
ア　廃棄物の不法投棄対策
・29年度は「ごみ減量・リサイクル推進週間」に係るポスター・リーフレットを作成・配布し、ごみ減量・
リサイクル推進を呼び掛けました。

・29年度は協定を締結した44市町村から推薦のあった379名の市町村職員に対し、県職員の併任発令を行
い、立入検査証を発行して、立入検査権限を付与しました。

・産業廃棄物については、24時間・365日体制の監視体制を継続し、不法投棄の未然防止に努めました。ま
た、市町村との連携、警察による徹底した取締りの結果、29年は不法投棄事犯等313件（前年比＋51件）、
348人（前年比＋37人）を検挙しました。

・市町村が設置する「不法投棄監視員制度」の運営に対しその費用の一部を助成しており、29年度は37市町
村（監視員数908名、千葉市、船橋市、柏市を除く。）に対し補助金を交付しました。
イ　廃棄物に関する情報の公開
・廃棄物処理法に基づき、廃棄物処理施設の維持管理情報と廃棄物処理業や廃棄物処理施設の取消処分を
行った事業者の公表を行いました。

　
【分析（目標達成阻害要因、状況の変化、課題等）】
・一般廃棄物処理施設の立入検査については、廃棄物処理に伴う生活環境保全上の支障を防ぐため、適切に
実施する必要があります。

・廃棄物の適正処理を進める上で、現在の法令や国の制度の中では対応が困難なものがあり、新たな施策や
制度が必要となります。

・市町村の一般廃棄物処理施設については、既存施設の多くが老朽化への対応を検討しなければならない時
期を迎えており、ごみの排出状況の変化を踏まえつつ、低炭素社会の形成に配慮した施設の整備・更新や
適正な維持管理を進めていく必要があります。

・産業廃棄物処理業者が処理施設を設置する場合は、地域住民等の十分な理解のもと、周辺の環境保全に十
分配慮し、安全性・信頼性が確保される必要があります。

・産業廃棄物の大規模な不法投棄は減少しましたが、小規模ゲリラ化・悪質化・巧妙化しています。また、
過去の不法投棄箇所の減少や悪質事業者に対する指導も問題点のひとつです。

【分析結果を踏まえた今後の対応方針】
・適正処理に向けた体制づくりについては、これらの施策の充実・強化に努めます。
・廃棄物の適正処理を進める上で、新たな施策や制度が必要と考えられる場合には、必要な制度改正や予算
確保などについて、国等に対して提案・要望を行います。

・電子マニフェストの利用拡大、排出事業者への情報提供、処理業者への指導等、適正処理に向けた制度の
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普及促進に取り組んでいきます。
・廃棄物処理施設の整備対策については、産業廃棄物処理業者が処理施設を設置する際に、指導要綱に基づ
き事前協議を行い、安全性・信頼性の確保に努めます。

・廃棄物の不法投棄の根絶に向けて、国の「ごみ減量・リサイクル推進週間」に係る事業として全県的に推
進していきます。

・24時間365日のきめ細かな監視パトロールを行うとともに、関係機関との連携を強化し、不法投棄の未然
防止と早期発見に努めます。

・残存している過去の不法投棄箇所について、行為者などに対して廃棄物の撤去指導を行うとともに、悪質
な事業者に対する指導・行政処分に積極的に取り組んでいきます。

・廃棄物処理施設の設置者に対し、施設の維持管理の状況について積極的に公開するよう指導するととも
に、取消処分を行った事業者の公表等、施策の充実・強化を図ります。
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その結果、バイオディーゼル燃料製造施設等、県
下で10以上の中核施設が設置されるとともに、9
市町において*バイオマスタウン構想が策定され、
地域における取組が進みました。
このような中、21年 9 月に、バイオマスの活用

の推進に関する基本理念を定め、関係者の責務を
明らかにした「バイオマス活用推進基本法」が施行
され、また、推進方針が目標年度を迎えたことか
ら、23年 7 月に推進方針を発展的に解消し、「千葉
県バイオマス活用推進計画」を策定しました。
本県では、年間約605万t（26年度）ものバイオ

マス資源が発生していると推計（図表 3-3-1）され
ていますが、バイオマス資源は広く薄く存在する
という特性から収集・運搬に労力・コストがかさ
み原料が集まらないことや、製品（エネルギー・肥
料・飼料・新素材等）への変換コストが高いこと、
バイオマス製品の需要が少ないことなどの課題が
明らかになってきています。

第３節　バイオマス利活用の推進

１．現況と課題
バイオマスとは、化石資源を除いた再生可能な

生物由来の有機性資源のことです。
太陽のエネルギーを使って生物が合成したもの

であるため、生命と太陽がある限り枯渇せず、焼
却等しても大気中の二酸化炭素を増加させない、*
カーボンニュートラルな資源という特徴をもって
おり、このことから、循環型社会の形成や地球温暖
化の防止において重要な役割を担うと期待されて
います。
本県は、全国有数の農林水産業をはじめ、活力あ

る各種製造業・サービス業などが存在するととも
に、大学や研究機関等において積極的に関連した
技術の研究・開発が行われているなど、バイオマ
スの利用に関して高いポテンシャルを有している
ことから、15 年 5 月にこれらを最大限に活用し、
競争力のある産業と豊かな環境が両立する活力に
満ちた「バイオマス立県ちば」を目指す推進方針（以
下「推進方針」という）を策定し、県内各地で地域
特性を生かしたバイオマスの取組を推進してきま
した。

図表 3-3-1　千葉県のバイオマス発生・利用状況
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未利用
利用

木質系廃材林地残材等・刈草汚泥農作物残さ食品廃棄物家畜排せつ物

千葉県のバイオマス発生・利用状況（26年度）



千葉県バイオマス活用推進計画各種施策の主な取組

（１）バイオマスの活用に必要な基盤の整備
  ・ワンストップ相談窓口を設置し、バイオマス活用に関する相談に一元かつ迅速に対応

（２）バイオマスの原料利用の拡大（入口対策）
  ・エコフィードコーディネーターを配置し、食品関連業者及び飼料製造業者の調整を図り、

   飼料化を推進

  ・未利用の林地残材について、経済性の確保された供給体制の整備を検討

（３）バイオマス製品の利用の促進（出口対策）
  ・低リサイクル食品残さについて、エコフィードの品質確保に向けた取組の実施

  ・千葉ものづくり認定製品制度を活用し、知名度の向上と販路開拓を支援

（４）バイオマス活用に係る調査研究及び普及
  ・国等が行う各種バイオマス活用の実証事業等への協力

（５）バイオマス活用推進計画の推進体制の整備
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（２）施策と推進方針
以下の 5 つの施策を柱に具体的な推進方策に取

り組んでいます。

２．施策の展開
（１）施策の目標

目標年度を32年度とし、バイオマスの目標利用
率を80%以上に引き上げます。

（４）バイオマスの普及促進
ア　食品残さの飼料化の推進
食品残さの利用推進のため、23年度から*エコ

フィードコーディネーターによる食品関連事業者
側と飼料製造業者側とを相互に紹介（マッチング）
する取組を進め、食品残さの飼料（エコフィード）
化の拡大を図っています。
イ　林地残材の利活用の対策
森林の伐採等により発生する林地残材のほとん

どは、経済性の確保が難しいためそのまま山林内
に残されています。また、伐採後の植栽において下
草刈り経費の削減が課題となっていることから、
経費削減に向けた林地残材の活用について検討し
ています。

（３）市町村のバイオマスタウン構想・バイオマ
ス活用推進計画

「バイオマス・ニッポン総合戦略」の下、23年 3
月末までに全国318地区でバイオマスタウン構想
が策定・公表され、県内では、山武市、白井市、旭
市、大多喜町、睦沢町、市原市、館山市、南房総市、
香取市の 9 市町がバイオマスタウンとなりまし
た。
21年の「バイオマス活用推進基本法」の制定以

後は、市町村においても「バイオマス活用推進計
画」を策定（バイオマスタウン構想を策定した市町
村にあっては、活用推進計画へ切替）するよう努め
ることとされています。

図表 3-3-2
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（ウ）推進体制の整備
バイオマス庁内連絡会議を関係 5 部 1 庁で構成

し、部局間の連絡調整や課題整理などを行ってい
ます。

（５）県内のバイオマス利活用施設
県内における主なバイオマス利活用事例は図表

3-3-3 のとおりです。

ウ　普及啓発
バイオマスに対する県民や事業者等の理解の醸

成を目的とし、研修会の開催やイベントへの出展
等により、普及啓発活動を行っています。
エ　関係機関等との連携
（ア）国等との連携

国との情報交換を行い、バイオマス利活用の推
進に取り組んでいます。
（イ）市町村への支援、情報提供

市町村等における各種イベント等への出展・普
及啓発活動や市町村の取組への助言等を行ってい
ます。

資
源
循
環

図表 3-3-3　県内の主なバイオマス利活用施設

施設の種類 原料 製品 所在地

メタン発酵 食品廃棄物 *メタンガス 千葉市

発電 木質チップ等 電気 市原市

ガス化発電 食品廃棄物 電気 白井市

飼料化 食品廃棄物 飼料 旭市

堆肥化 家畜ふん尿 堆肥 睦沢町

メタン発酵 食品廃棄物等 液肥等 香取市

燃料製造 廃食用油 バイオディーゼル燃料 八街市

燃料製造 廃食用油 バイオディーゼル燃料 南房総市
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3．環境基本計画の進捗状況の点検・評価等
（１）指標の現況

項　目　名 基準年度 現況 目　標

バイオマス資源の利用率 68%
(15 年度 )

71%
（26 年度）

80%
（30 年度）

食品廃棄物の利用率 30%
(15 年度 )

48%
（26 年度）

60%
（30 年度）

（２）評価

バイオマス資源の利用率、食品廃棄物の利用率は、ともに基準年度と比べ増加し、目標
に近づいています。

（３）29 年度の主な取組、分析及び今後の対応方針
【29 年度の主な取組】
　「千葉県バイオマス活用推進計画」に基づき、バイオマスの活用を推進しました。
　
①　バイオマス利活用の総合的・計画的な推進
ア　バイオマスの原料利用の拡大・バイオマス製品の利用の促進
（バイオマスの活用に必要な基盤の整備）
・エコフィード利用促進の取組として、エコフィード・ＴＭＲ※普及定着推進事業により、エコフィード・

ＴＭＲの利用に精通した人材をコンサルタントとして設置し、利用農家への指導・研修会等を通じて利用
定着を図りました。

・林地残材の活用による植栽地の下草刈り経費の抑制効果について調査を行いました。
※　Total Mixed Rationの略。飼料用穀物、牧草、食品残さ等を原料とした、牛が必要な栄養をすべて満たした完全混合飼料

イ　バイオマス活用に係る調査研究及び普及
・エコフィードとして、低コスト液状飼料の給餌システムを導入した養豚経営生産性調査を行いました。な
お、本事業は平成32年度まで実施予定です。

ウ　バイオマス活用推進計画の推進体制の整備
・県民のバイオマスに対する理解の醸成を図るため、ＪＦＥ環境㈱（食品廃棄物のリサイクル（バイオガス
化）や南房総市（木質バイオマス（薪）暖房機導入普及事業の現状）の事例紹介を中心とした「バイオマス
利活用研修会」を開催しました。

・「エコメッセ2017 in ちば」（29年10月）や市町村等が開催する各種のイベントに 3 回出展し、パネルの
展示・解説、木質ストラップ、パンフレットの配布等を行い、バイオマスの普及啓発を行いました。

【分析（目標達成阻害要因、状況の変化、課題等）】
・目標の達成には、収集・運搬・製品への転換に係るコストの低減、製品の需要と供給のマッチング、バイ
オマスに係る県民や事業者の理解を高めることなどが必要です。
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【分析結果を踏まえた今後の対応方針】
・「千葉県バイオマス活用推進計画」に基づき、バイオマスの活用を推進するため、以下の事業を行います。

エコフィード及びＴＭＲの利用定着及び普及の取組
木質バイオマス利用拡大に向けた取組
県民及び事業者向けの研修会の開催
波及効果の高いイベントへの出展

資
源
循
環
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第４節　残土の適正管理

１．現況と課題
（１）残土条例の制定

首都圏では都市化の進行に伴って各種の公共

事業や民間工事が展開されており、多くの建設

残土が発生しています。

その中で本県は、首都圏に位置し、平坦で丘

陵地が多いという県土の特性や道路網の整備も

あり周辺の都県から多くの建設残土が搬入され

ています。

このような大量の残土の搬入や埋立てに際し

て、産業廃棄物や有害物質が混入されることが

危惧され、また、そのことによる土壌汚染や、

残土の堆積・盛土の不適正な態様による土砂崩

れ、土砂流出等の災害の危険性が指摘されてい

ました。

このため、残土処分をめぐる有効かつ強力な防

止策の樹立が急務となったことから、県では「千

葉県土砂等の埋立て等による土壌の汚染及び災

害の発生の防止に関する条例」（残土条例）を 10

年 1 月に施行し、また、その後の情勢から、埋

立事業の規制並びに土地所有者の義務の強化等

について条例改正を行い、15 年 10 月から施行し

たところです。

建設現場で発生した残土そのものは、適正に

処理すれば、有害なものでありませんが、地域

住民の間には有害物質の混入等に対する不安が

根強いことも事実です。

そのため、残土による埋立事業においては、汚

染物質の混入や不適正な構造による埋立てを防

止して安全な処理を実施していくため、市町村

等関係機関との連携により、さらなる監視と事

業者への指導、悪質な事業者への行政処分の徹

底等を図ることが必要です。

（２）埋立事業許可の現状
3 千㎡以上の県許可の件数は、別表のとおりと

なっています。（図表 3-4-1 ）

30 年 3 月末現在の稼働中の事業場は、34 箇所

あり、事業区域の面積は約116haとなっています。

また、独自の施策を講じようとする市町村に

ついては県条例を適用除外することができるこ

とになっており、30 年 4 月現在で千葉市を始め

19 市町が県条例の適用除外となっています。

２．県の施策展開
（１）監視指導の強化
ア　行政指導による事前協議制
埋立て事業に対する住民の不安を解消するた

め、事前協議制度を盛り込んだ「土砂等の埋立

て等に関する指導指針」を 12 年 6 月から施行し、

事前の住民説明や住民と事業者の環境保全協定

の締結等を指導しています。

イ　地域に即した迅速な監視・指導体制
13 年 4 月から 10 支庁（16 年 4 月から県民セ

ンター・事務所、23 年 4 月から地域振興事務所）

に埋立区域面積が 1 万㎡未満の事業についての

許可権限等を委任し、地域に即した迅速な監視・

指導体制を確立するとともに、埋立事業場のき

め細かい技術指導を可能にするため、土木技術

職員を配置しています。

年度 許可件数 許可面積
20年度まで 827 14,491 千㎡
21 年度 40 656 千㎡
22 年度 31 612 千㎡
23 年度 22 398 千㎡
24 年度 37 756 千㎡
25 年度 32 620 千㎡
26 年度 24 272 千㎡
27 年度 21 459 千㎡
28 年度 23 440 千㎡
29 年度 23 723 千㎡

図表 3-4-1　埋立事業の新規許可の推移



―114―

（２）特定事業場の情報公開
残土事業に対する住民の不安を解消するため、

県許可の各特定事業場に関し、許可事業者名や事
業場所在地、許可土量、許可の期間等の情報や残土
事業の仕組み等を県ホームページで公表していま
す。

（３）市町村及び関係機関との連携
ア　市町村との協力体制
市町村において、自らの責任と義務のもとに主

体的に行政区域を守りたいとの要望が強くなり、
これに応えるため、13年 9 月から、市町村職員に
も県が許可した埋立事業場への立入検査権を与え、
市町村との協力体制を確立し、地域に即したより
迅速な監視・指導体制の強化を図っています。
イ　関係法令部局との連携
残土事業の適正化を確保していくため、特定事

業の許可に当たっては、残土条例、砂利採取法、森
林法、農地法等の関係法令部局との連携や市町村
と緊密な情報交換を行っています。

（４）建設発生土の有効利用等による土砂処分量の
抑制

国・県・市町村の連携により、計画的に建設発
生土の発生抑制・再利用を促進し、処分を目的と
した埋立てを抑制します。特に、公共工事に伴い発
生する建設発生土については、「千葉県建設リサイ
クル推進計画」に基づき、工事間の利用調整を図る
など、発生抑制及び再利用を促進しています。

資
源
循
環



―115―

3．環境基本計画の進捗状況の点検・評価等
（１）指標の現況

項　目　名 基準年度 現況 目　標

無許可埋立面積 12,107㎡
(16 年度 )

増加 8,953㎡
【参考】累計 44,511㎡

(29 年度 )

無くします
（早期実現）

公共工事に伴い発生する建設発生土の
有効利用率

73.6%
(17 年度 )

89.6%
（24 年度）

98%
(30 年度 )

（２）評価

監視パトロールを実施し、事業者に対する監視・指導を行いましたが、平成 29 年度に無許
可の埋め立てが１件ありました。
公共事業に伴い発生する建設発生土の有効利用は、基準年度と比べ増加し、目標に近づい

ています。

（３）29 年度の主な取組、分析及び今後の対応方針
【29 年度の主な取組】
①　残土条例の厳格な執行と悪質な事業者に対する監視指導の強化
・�埋立て許可後の定期検査等を延べ301回実施するとともに、24時間・365日体制の監視パトロールを実施
し、事業者に対する監視・指導を行いました。
②　特定事業※場の情報公開
・不審な埋立等に対する県民からの通報等による効果的な監視に資するため、県内の各特定事業場につい
て、許可事業者名や事業場所在地、許可土量、許可の期間等の情報をホームページで公表しました。
※　土地利用の形態等を問わず、3,000㎡以上の区域を他の場所からの土砂等で埋立て等に供する事業

③　市町村や関係機関との連携による埋立ての適正化の促進
・市町村や県の関係機関と連携し、関係法令担当者との合同パトロールを 1 回実施しました。
④　建設発生土の有効利用等による土砂処分量の抑制
・公共工事に伴い発生する建設発生土については、一般財団法人日本建設情報総合センターにおいて建設発
生土の工事間利用を促進するために構築した「建設発生土情報交換システム」等を活用し、発生抑制及び
再利用を促進しました。

【分析（目標達成阻害要因、状況の変化、課題等）】
・引き続き、違反行為の早期発見に努め、監視指導を徹底する必要があります。

【分析結果を踏まえた今後の対応方針】
・事業者に対する監視・指導の徹底や悪質な事業者に対する行政処分の実施など残土条例を厳格に執行して
いくことにより、残土の不適切な埋立てを無くしていきます。

・特定事業者の情報公開については、30年度も引き続き、県ホームページでの情報提供を行います。
・市町村や関係機関と連携して早期の発見に努め、監視指導を徹底していきます。


